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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ブルキナファソ国（以下、「ブ」国）からの技術協力要

請に基づき、2008年２月より主に穀物優良種子の普及、種子生産に係る諸技術・運営の改善、農

業技官及び検査技師の技術向上を目的に「優良種子普及計画」を開始しました。 

当機構では、本計画の協力実績を把握し、「ブ」国側と合同で協力効果の評価を行うとともに、

日本国及び「ブ」国の双方が取るべき措置を両国政府に報告することを目的として、2010年11月

28日～2010年12月18日にかけて、当機構農村開発部乾燥畑作地帯課長の星弘文を団長とする終了

時評価調査団を現地に派遣しました。調査団は、「ブ」国政府関係者や派遣専門家と協議を行うと

ともに、プロジェクトサイトでの現地調査を実施しました。その後、国内作業を経て、調査団に

よる調査結果を本報告書に取りまとめました。 

今回の調査・評価・協議の結果が、本協力の協力目標達成に役立つとともに、この技術協力事

業の実施が今後の両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成23年２月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ブルキナファソ 案件名：優良種子普及計画 

（ Projet de Développement des Semences Améliorées au 

Burkina Faso：PDSA） 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（2010年12月現在）計：約3.3億円 

先方関係機関：農業・水利・水産資源省 

（ Ministère de l’Agriculture, de l’Hydraulique et des 

Ressources Halieutiques：MAHRH） 

協力期間：2008年２月～2011年２月 

日本側協力機関名：学校法人名古屋大学大学院、学校法人

東京農業大学等 

１－１ 協力の背景と概要 

農業はブルキナファソ国（以下「ブ」国）の主要な産業であり、GDPの30％を占め、労働人

口の85％が従事している（2005年）。自給作物としてソルガム、ミレット、メイズ、ササゲ等が、

換金作物として綿花、落花生、ゴマ等が降雨依存型の粗放農業で栽培されている。ソルガム等

の穀物は、耕地面積の約90％を占めており、これらの穀物の安定的生産は国民の食糧需要の充

足において重要である。しかしながら、「ブ」国の穀物生産は、機械化の未発展、土壌肥沃度の

低下、天候の影響を受けやすい栽培環境、肥料や種子などの投入材の不足が原因となり、不安

定で低い生産性にとどまっている。 

このような現状に対し、「ブ」国政府は農業生産性を改善する要因の１つに良質な種子の使用

を挙げ、わが国の「食糧増産援助（２KR）」の見返り資金を活用した「種子セクター開発プロジ

ェクト」を実施した（2003～2005）。同プロジェクトにより、穀物等の優良種子の生産増加に一

定の成果を上げたが、一般農民への優良種子の普及に関しては十分な成果を得るに至っていな

い。また、普及における課題のほか、生産者グループの種子生産にかかる諸技術の未修得と運

営の弱さ、農業技官及び検査技師の技術の未熟さ、そのほかの種子生産圃場の整備等の課題が

残されている。 

かかる状況のもと、「ブ」国政府は、同プロジェクトで残された課題を解決し、優良種子の普

及を促進するために、種子セクターにかかわる関係者の能力強化に関する技術協力をわが国に

要請してきた。このような背景から、2008年２月に討議議事録（Record of Discussions：R/D）の

署名が行われ、農業・水利・水資源省をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とする技術

協力プロジェクト「優良種子普及計画（PDSA）」を2008年２月から2011年２月までの予定で開

始された。 

本プロジェクトは、２名の長期専門家（チーフアドバイザー／普及、業務調整／研修計画）、

４名の短期専門家（圃場検査、実験室検査、農民組織強化、普及評価）によって活動を実施し

てきており、2009年１月に運営指導調査、2010年１月に中間レビューを実施している。今般、

協力開始から３年目を迎え、2011年２月の協力期間終了に向けて、これまでの活動実績を評価

するとともに、今後に向けての提言及び教訓を抽出することを目的に終了時調査団を派遣した。
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１－２ 協力内容 

（１）上位目標：国全体で優良種子の使用量が増加する。 

（２）プロジェクト目標：対象地域における優良種子の使用が増加する。 

（３）アウトプット： 

アウトプット１ 

優良種子の生産体制が整う。 

アウトプット２ 

種子の品質管理・検査体制が整う。 

アウトプット３ 

優良種子普及のための効果的方法が確立される。 

 

１－３ 投入（2010年12月まで） 

日本側：長期専門家派遣 ２名 資機材供与 約16,401千円 

短期専門家派遣 ４名 ローカルコスト負担 約58,700千円 

研修員受入 ８名 

「ブ」国側：C/P配置 ３名 

土地施設提供 執務室 

ローカルコスト ローカルコスト負担   約6,190千円 

２．終了時評価調査団の概要 

調査者 １．星弘文（総括）JICA農村開発部畑作地帯G乾燥畑作地帯課長 

２．高橋順二（農業・農村開発）JICA国際協力専門員 

３．久保英之（評価分析）グローバルリンクマネージメント株式会社 

４．飯塚協太（企画協力）JICA農村開発部畑作地帯G乾燥畑作地帯課Jr.専門員 

５．KARFO Sambena, Survey and Planning Department, MAHRH 

６．TOE/SABA Pauline, General Directory of Cooperation Department/Minister of Economic 

and Financial 

７．M. LANKOANDE D. Olivier (Improved Seeds), National Service of Improved Seed, 

MAHRH 

８．Pr DABIRE B. Clémentine (Agricultural technology), Researcher in National Institute 

of Agriculture and environmental Research（INERA） 

調査期間 2010年11月28日～12月18日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

アウトプット１： 

指標の達成度は、「研修実績」及び「研修員による現場での技術適用」については達成済み、

「技術マニュアル作成」についてはプロジェクト終了時までに達成見込みである。「圃場整備」

についても、プロジェクト開始時点に比べ、施設・機材面での整備度合いは大幅に改善されて

いる。この他、プロジェクトは種子生産の需給に関する情報整備（種子検査に合格した保証種

子の品種別・県別データベースの構築）にも取り組んだ。さらに、展示圃場の設置を通じて品
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種ごとの収量データ収集も行っており、試験場データとの比較及び在来種との比較が可能とな

っている。なお、C/P機関であるMAHRHの幹部は、生産体制の更なる改善のため、コメに関す

る追加的取り組み及び収穫後の種子選別を補助する機械の導入を希望している。 

 

アウトプット２： 

指標の達成度は、「研修実績」及び「研修員による現場での技術適用」については達成済み、

「技術マニュアル作成」についてはプロジェクト終了時までに達成見込みである。「実験室の整

備」状況についても、プロジェクト開始時点に比べ、施設・機材面での種子検査体制は大幅に

改善されている。なお、C/P機関であるMAHRHの幹部は、植物病理に関する全国種子検査官の

更なる能力向上を希望している。 

 

アウトプット３： 

指標の達成度は終了時評価時点において、研修の回数・受講者人数とも目標値に到達してお

らず、普及ガイドラインの作成についても研修コースでの試用は行われていないが、取り組み

が進められており、プロジェクト終了時までにはある程度達成されると見込まれる。本プロジ

ェクトでは、普及手段として、展示圃場・圃場見学会・ミニプロダクションという３つの方法

を試行してきた。しかし、現時点においてこれら３つの方法を体系立てて有効な普及方策とし

て確立するまでには至っていない。 

なお、ミニプロダクション活動については、原種（R２）が全国種子課による検査を受けない

状態で農民間に広まっていくことに対する懸念から、中間レビュー調査団の提言により2010年

は実施されていない。このため、プロジェクト終了時までに優良種子普及の有効な方策を確立

することは困難であると考えられる。 

 

プロジェクト目標： 

指標の達成度について、ミニプロダクション活動が実施された５カ村のうち、データ収集を

行った１カ村では優良種子の採用率が過去３年で41.5％増加しており、ほかの４カ村において

も採用率は増加していると推察される。ただし、優良種子の供給元は基本的に政府及びプロジ

ェクトによる無料配布に限られており、政府・プロジェクトによる優良種子の配布終了後、採

用率が現在と同様の傾向を示す可能性については不明である。現段階で採用率が増加していて

も、配布終了時点で優良種子の使用が終わる可能性はある。 

また、ミニプロダクション対象村における使用率増加傾向が、県内他地域に広まるメカニズ

ムは構築されていない。したがって、プロジェクト目標については、対象村レベルにおいては

達成されていると推察されるが、対象地域レベルにおいては達成されている可能性は低いとい

える。 

 

上位目標： 

指標の達成度について、認証種子の生産量は2001年が261t、2007年が5,430t、2010年が10,592t

と毎年着実に増加しており、2007年と2010年のデータを比較しても倍近い増加となっている。

政府の優良種子増産政策は今後も継続することから、この傾向はしばらく続くものと推定され

る。 
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上位目標に対するプロジェクトの貢献という点については、アウトプット１による生産技術

の改善により、認証種子（生産された種子のうち、検査に合格し認証されたもの）の数量増加

には貢献していると考えられるが、具体的な数値は不明である。また、普及メカニズムが構築

されていないため、対象村以外における使用増加については貢献度は低いと考えられる。 

 

３－２ 実施のプロセス 

（１）活動の進捗状況 

19ある活動項目のうち、17については既に完了済み、またはプロジェクト終了時までに

完了する見込みであり、基本的に活動の進捗状況は良好であるといえる。完了見込みのな

い活動は、優良種子の使用率に関するデータ収集と、有効な普及方法の試行活動の２つで

ある。 

 

（２）コミュニケーション及びマネジメント 

プロジェクト事務所はC/P機関である全国種子課の中に置かれているため、基本的にプロ

ジェクト関係者間の日常的なコミュニケーションは行われている。しかし、プロジェクト

の意思決定及びマネジメントについては、これまでに以下の問題が生じた。 

・ミニプロダクションなど一部活動については、プロジェクト関係者（日本人専門家・

C/P）間での合意形成が行われないまま予算が執行され、結果として、関係者間の認識

の相違から実施途中でプロジェクト活動としての取り組みを中止する事態に発展し

た。 

・プロジェクト目標の指標については、開始当初より、作付面積で測るべきだとするC/P

機関側と、実面積の測定は困難であると主張する日本人専門家との間で議論が平行線

をたどり、プロジェクト終了５カ月前の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：

JCC）で初めて優良種子の採用率を指標とすることで合意するという状況であった。 

・当初計画では、種子分野（または栽培分野）の日本人専門家が派遣される予定であっ

たが、適任者が見つからず、派遣は実現しなかった。しかし、これに伴う計画変更〔プ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）・活動計画（Plan of 

Operations：PO）の変更など〕は行われていない。 

・「農民組織化」短期専門家の活動は、10.76人日（Man-Month：MM）の投入があるにも

かかわらずPDMの中での位置づけがなされていない。 

・種子生産に関する重要な試験研究機関である国立環境農業研究所（ Institut de 

l’Environnement et de Recherches Agricoles：INERA）との連携はマニュアル作成依頼に

とどまり、原種必要量把握のための情報共有は行われてこなかった。 

 

（３）政府農業省幹部の強いコミットメント 

本プロジェクトのC/P機関は農業省であり、プロジェクト・ディレクターは植物生産総局

の総局長であるが、本プロジェクトに対する総局長のコミットメントはプロジェクト開始

当初より強いものであった。 
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３－３ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、政策・ニーズに合致しており、プロジェクト・デザインは適切性に

欠ける側面があるものの、妥当性はやや高いと評価した。まず、優良種子普及の重要性は

既に法的な位置づけを得ており、かつ、優良種子普及に対する農業省幹部の期待は極めて

高い。また、農業・農村開発は日本の対「ブ」国援助重点分野の１つである。 

次に、プロジェクト・デザインであるが、本案件は種子生産体制強化（アウトプット１

＆２）と普及方策確立（アウトプット３）という２つのコンポーネントからなる案件であ

り、本来であれば２つのプロジェクトとして実施されてしかるべき内容をもっている。し

かし、計画段階では、本案件を一プロジェクトとして実施する（すなわち、一プロジェク

ト規模の投入量・実施体制で行う）ことを前提としてアプトプット（３つ）・対象作物（８

作物）・対象地域（８県）が設定され、これまでに見直されることもなかった。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは、終了時までにプロジェクト目標を達成する可能性が低く、アウトプ

ットとプロジェクト目標の因果関係についても不適切な点があることから、有効性はやや

低いと判断した。まず、プロジェクト目標について、ミニプロダクション活動を行った５

村では達成されている可能性が高いと推測されるが、本プロジェクトの対象地域である県

レベルにおいては、ミニプロダクションなどの普及メカニズムが確立しておらず、活動対

象村における成果が県内他村に波及している可能性は低い。 

次に、対象村におけるプロジェクト目標の達成はミニプロダクション活動（アウトプッ

ト３）による成果であり、アウトプット１及び２との直接的な関係はない。ただし、妥当

性の項で述べたように、アウトプット１及び２とアウトプット３では「アウトカム」が異

なるため、上述の関係性は必然的な結果である。 
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（３）効率性 

投入の実施状況及び投入から生み出される成果の程度という観点からみて、効率性はや

や高いと判断した。まず、本プロジェクトは、デザイン上の問題を抱え、かつ開始当初よ

り投入上の制約を受けてきたにもかかわらず、アウトプット１及び２については十分な水

準のアウトプットを達成している。この点については低投入ながら効率的に成果を出して

いるといえる。 

一方、投入が成果発現に結び付いていない側面もある。アウトプット３については、普

及担当のプロジェクトリーダーがアウトプット１及び２の生産・検査業務を兼務すること

となり、結果として、アウトプット３の活動に対して十分な投入を行うことができなかっ

た。ミニプロダクションなど一部活動については、成果発現が期待されながらも、その検

証がなされない段階で活動が中止されたため、今後の優良種子普及活動においてこれらの

経験を生かすことができない。 

 

 

 

（４）インパクト 

上位目標の達成見込み、及びその他の波及効果という観点からみて、インパクトはある

程度大きいと判断した。まず、上位目標については、過去３年の間に優良種子（認証種子）

の生産量はほぼ倍増しており、今後も政府による優良種子生産の奨励が続くこと及び生産

量の増加が使用量の増加に結びつくことを考えると、達成される可能性は高い。ただし、

上位目標達成における本プロジェクトの役割について、アウトプット１の活動を通じた種

子生産者の技術力向上は生産量増加に貢献するものと考えられるが、具体的な貢献度合い

についてはこれを測るためのデータが揃っていない。 

その他の波及効果としては、プロジェクトの研修を受けた地方種子検査官及び圃場技官

が、種子生産者に対する種子生産・品質管理研修の講師役を担えるようになっているとい

う正の波及効果が生じている。 

 

（５）持続性 

政策面、技術面、組織・制度面、財政面からみて、持続性は中庸であると判断した。政

策面では、種子法の存在及び生産性向上に対する強いニーズの存在により、優良種子の生

産・普及は今後も重要な農業政策として位置づけられていくと考えられる。技術面では、

研修を通じて種子生産者が習得した諸技術は、既に多くの農家によって実践されていると

考えられる。また、C/Pへの技術移転についても既に十分な習得レベルに達している。 

組織・制度面について、本プロジェクトは農業省がもつ既存のメカニズムを利用して活

動を実施していることから、プロジェクト終了後もメカニズムそのものは存在し続けると

考えられる。しかし、財政面をみると、現場での技術支援活動はプロジェクト経費によっ

て賄われてきており、農業省が交通費・日当などの予算措置を強化する見込みが立ってい

ないことから、農業省がもつ既存のメカニズムに依存した技術支援活動は持続しないもの

と見込まれる。 
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３－４ 結論 

本プロジェクトは、終了時評価調査時点において、活動対象村レベルにおけるプロジェクト

目標は達成されていると考えられるが、対象地域レベルにおいて達成されている可能性は低い。

また、アウトプット１及び２については、ほぼ十分な達成度合いであると判断されるが、アウ

トプット３については、優良種子普及の有効な方策の確立には至っておらず、プロジェクト終

了時までに達成することは困難である。５項目評価については、妥当性・効率性・インパクト

に関してある程度ポジティブな評価がなされたものの、有効性はやや低く、持続性については

財政的問題があるため中庸と判断された。 

本プロジェクトは、優良種子の生産・検査体制を強化し、普及方策を確立することで農家に

よる優良種子の使用増加を目指した。したがって、プロジェクトを成功裏に終了させるために

は優良種子普及のための有効な方策の確立が不可欠であり、プロジェクト期間を若干延長し当

該課題に取り組む必要があると考えられる。 

 

 

 

３－５ 提言 

 評価結果を踏まえ、本終了時評価団はプロジェクト関係者に対して以下の提言を行った。 

（１）プロジェクトの延長 

・プロジェクト終了時までに優良種子普及のための有効な方策を確立することができな

いことから、普及方策確立のためプロジェクト期間を１年間延長する。 

 

（２）プロジェクト終了時まで 

・現在作業中の保証種子に関するデータベースのデータ入力をプロジェクト終了時まで

に完了させる。また、その過程にINERAが直接関与し、本データをINERAが利用でき

る体制を作る。 

・アウトプット１及び２の技術マニュアルをプロジェクト終了時までに必ず完成させる。
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（３）延長期間について 

・ファーマー・フィールド・スクール（Farmer Field School：FFS）手法を用いた優良種

子の普及活動を試行する。 

・コメの優良種子生産に関わる関係機関の能力強化について特別に取り組む。 

・植物病理をテーマとする研修を特別に実施し、当該分野における全国種子検査官の能

力強化を図る。 

・高い品質を持った選別機を新たに１台導入する。 

・C/Pへの謝礼及び諸経費が支給されるようC/Pファンドを適切に執行する。 

・日ブ側双方の幹部の間で頻繁なコミュニケーションをとり（例えば月例会議の開催な

ど）、プロジェクトの実施状況や課題などについて情報の共有を図る。 

・３人のC/Pを配置し、各々、コメの優良種子生産、植物病理検査、FFS実施を担当する。

・プロジェクトは、予算執行状況に関する報告を定期的に「ブ」国側に対して行う。 

・使用率の測定手法開発について、JICAは、プロジェクト活動とは別に、FAOをはじめ

とする国際機関と連携し、手法開発及び実測値計測に関する人的・技術的支援及び小

規模資金支援を検討する。 

 

３－６ 教訓 

 本プロジェクトの経験を通じ、類似の他案件にも適用し得ると考えられる教訓は以下のとお

りである。 

・実施プロセスにおいて問題が生じている場合には、プロジェクト・デザインに問題がある

場合もあるため、運営指導調査・中間レビュー調査の実施者がプロジェクト・デザインの

妥当性を検証する必要がある。 

・日本人専門家の派遣に際しては、特にリーダーがもつべき必須の専門性としてマネジメン

ト力を位置づけ、コミュニケーションやマネジメント力の欠如に起因する諸問題が生じな

いよう人材育成・人事を通じて組織的に対応する必要がある。 
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Summary of Terminal Evaluation 
1. Outline of the Project 
Country : Burkina Faso Project title : Project for Diseemination of Improved Seeds in Burkina Faso 
Issue/Sector : Agriculture/Rural 
Development 

Cooperation Scheme : Technical Cooperation Project 

Division in Charge : Rural Development 
Department, JICA 

Total cost（As of Dec. 2010） 
Total:  3.3 million Yen 

Partner Country’s Implementing Organization：  
Ministère de l’Agriculture, de l’Hydraulique et des Ressources Halieutiques 
Supporting Organization in Japan： 

Period of Cooperation： 
Feb. 2008 –Feb. 2011 

Related Cooperation： 
1-1  Background of the Project 

Agriculture is the main industry in Burkina Faso which comprises 30% of GDP and 85% of labor force (2005). The 
agricultural productivity, cereals in particular, is low, however, due to soil degradation, climate instability and poor 
infrastructure. In order to improve such situation, the government of Burkina Faso implemented Seeds Sector Development 
Project (2003-2005) by using the fund that was accumulated in return for the 2KR aid provided by the Japanese government. 
The project contributed to the enhancement of the productivity, to some extent, however, the popularity of improved variety 
seeds is still low among ordinary farmers. To address this issue, the government of Burkina Faso requested the Japanese 
government the technical cooperation project that strengthen the capacity of producing and disseminating improved variety 
seeds. The Projet de Développment des Semences Améliorées au Burkina Faso then started in February 2008 and will be 
terminated in February 2011. Before the termination of the project, JICA dispatched the terminal evaluation mission in order to 
assess accomplishment of the project, withdraw lessons learned and provide recommendations. 
 
1-2  Project Overview 
(1) Overall Goal: Utilization of improved variety seeds is increased at the national level. 
(2)  Project Purpose: Utilization of improved variety seeds is increased in the target areas of the project. 
(3)  Output : 

Output 1 
Production system of improved variety seeds is developed. 

Output 2 
Quality control and inspection techniques of improved variety seeds are strengthened. 

Output 3  
Effective method for the extension of improved variety seeds is established. 

 
1-3  Inputs (As of Dec. 2010) 
＜Japanese side＞ 

Long-term expert   2                         Provision of equipment    App. JY16,401 thousand 
Short-term expert   4                         Operational cost          App. JY58,700 thousand 
Acceptance of trainees in Japan   8 

＜Philippines side＞ 
Counterparts                3 
Provision of facilities         Office space 
Operational cost             App. JY6,190 thousand 

 
2.  Evaluation Team 
Members of Evaluation Team 1. Hirofumi Hoshi (Leader) Director, Sub-Saharan Africa Division, Rural 

Development Department, JICA 
2. Junji Takahashi (Agricultural Development) Senior Advisor (Agricultural 

Development), JICA 
3. Hideyuki Kubo (Evaluation Analysis) Global Link Management Co., Ltd. 
4. Kyota Iizuka (Evaluation Planning) Sub-Saharan Africa Division, Rural 

Development Department, JICA 
5. KARFO Sambena, Survey and Planning Department, MAHRH 
6. TOE/SABA Pauline, General Directory of Cooperation Department/Minister of 

Economic and Financial 
7. M. LANKOANDE D. Olivier (Improved Seeds), National Service of Improved 

Seed, MAHRH 
8. Pr DABIRE B. Clémentine (Agricultural technology), Researcher in National 

Institute of Agriculture and environmental Research (INERA) 
Period of Evaluation 28 Nov. 2010 – 18 Dec. 2010 Type of Evaluation: Terminal 

evaluation 
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3.  Results of Evaluation 
3-1  Summary of Project Accomplishment 
Output 1: 

Indicators on organizing training courses and the application of what the trainees learned in their field are both achieved and 
the indicator on the development of technical manual is to be achieved by the end of the project. Facilities at seeds farms are 
also improved. In addition, the project has been developing a database that stores the information on the volume of certified 
improved variety seeds by crops, regions and provinces. This database will contribute to the effective information management 
on improved variety seeds production at the national, regional and provincial levels. 
 
Output 2: 
   Indicators on organizing training courses and the application of what the trainees learned in their field are both achieved and 
the indicator on the development of technical manual is to be achieved by the end of the project. Facilities and inspection 
qualities at inspection laboratory are also improved. 
 
Output 3: 
   An indicator on organizing training courses is not achieved and the draft extension guideline is not tested at the time of the 
terminal evaluation. However, it is expected that these indicators will mostly be achieved by the end of the project. The project 
examined three extension methods (demonstration farm, farm visit and mini-production) but they have not been elaborated as 
an established method. Mini-production method was cancelled during the year of 2010 due to misunderstanding among actors. 
The establishment of effective extension method of improved variety seeds will not be realized by the end of the project. 
 
Project Purpose: 

Adoption rate of improved variety seeds is increased by 41.5% at one of five pilot villages where mini-production scheme 
was implemented. It is highly likely that other four villages have similar results. It should be noted, however, that free 
distribution of improved variety seeds has been made by government and the project so that it might be the case that the use of 
improved variety seeds stops if such free distribution ends. In addition, a mechanism of multiplying experiences of pilot 
villages toward target areas (i.e. at the provincial level) is not addressed so that project purpose is unlikely to be achieved at the 
target area. 
 
Overall Goal: 
   Production of certified improved variety seeds is 261 t (2001), 5430 t (2007) and 10592 t (2010) respectively. The 
production is increased and this trend will likely to continue since government policy on improved variety seeds will continue. 
It is likely that technical improvement by the project to some extent contributed to the increase of the production. However, it is 
not clear to what extent the activities contributed to it. 
 
3-2  Implementation Process 
(1) Progress of Activities 
   Among 19 activities stipulated in the Plan of Operation, 17 activities are already completed or will be completed by the end 
of the project. Two activities that will not be completed are data collection on the utilization rate and the experimentation of 
effective extension method. 
 
(2) Communication and management 
   The project office is located at the office of C/P so that daily communication is basically made among project members. 
However, there are issues that have arisen regarding decision-making and management of the project as follows: 
 Some activities including mini-production scheme started without consensus among concerned project members and were 

terminated during the course of their implementation because of the objection by some project members. 
 Disagreement persisted as to the indicator of the project purpose. It was finally agreed at just five months before the project 

ends that the adoption rate is used as an indicator. 
 Japanese expert on seeds (or cropping) was expected to dispatch but was not realized due to short of human resources. 

However, the revision of PDM and PO was not made by reflecting the issue. 
 The input of Japanese expert on “Organizing farmers” is 10.76 MM but the role of the position was not clear within PDM. 
 Collaboration with INERA was minimal. They were not provided with data on the needs of original seeds at the national 

level. 
 
(3) Strong commitment by senior official 
In the Ministry of Agriculture, a senior official in charge of the project has demonstrated strong commitment to the project 
since the beginning of the project implementation. 
 
3-3  Evaluation Results 
(1) Relevance 

Relevance of the project is relatively high based on the following reasons. First, the importance of promoting improved 
variety seeds is legally endorsed and the expectation of senior officials in the Ministry of Agriculture to the use of improved 
variety seeds is very high. In addition, the agriculture and rural development sector is one of principal areas of assistance by
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Japanese government. Second, the project design is overly ambitious. This project holds two components; strengthening seed 
production system (Output 1 & 2) and establishing effective extension method (Output 3) so that it should have been organized 
as two different projects or one project with large inputs. However, the difference between two components was not articulated 
at the planning stage and the project scope of targeting eight crops and eight provinces was identified with this two-component 
framework and with one project scale input. Such a framework has not been revised. 
 
(2) Effectiveness 

Effectiveness of the project is relatively low. First, the project purpose is likely to be achieved at the pilot village level 
where mini-production scheme was implemented but is unlikely at the target area level because no effective extension method 
is developed at that level. Second, the achievement of the project purpose at the pilot village level was brought about by 
mini-production scheme of output 3 and it is not related to output 1 and 2. 
 
(3) Efficiency 

Efficiency is relatively high from the viewpoint of the achievement level of outputs in relation to inputs. First, despite the 
negative conditions that the project design was not appropriate and Japanese expert on seeds was not dispatched, the project has 
produced good level of achievement on output 1 and 2. The project has efficiently produced these outputs with low inputs. 

Second, some inputs did not contribute to producing outputs. For example, mini-production work was terminated without 
the establishment of an effective extension system. Certain level of inputs (such as equipment and human resources) was made 
for the work but not used efficiently. 
 
(4) Impact 
   Impact is relatively high. First, overall goal is likely to be achieved. The production of improved variety seeds became more 
than double during the past three years and this trend is likely to continue thanks to concerned government policies. While the 
project contributes to the overall goal through the improvement of production techniques, data are not available to quantify this 
contribution. Second, as an extra impact, seed inspectors and field technical officers who attended training courses organized by 
the project can now serve as lecturers in training courses for seed farmers. 
 
(5) Sustainability 

Sustainability is moderate. In the policy aspect, the Seed Law as well as strong needs of productivity growth will enable the 
production and extension of improved variety seeds as principal agricultural policy of the government. In the technical aspect, 
most of farmers who attended training courses organized by the project seem to practice what they learned in the field. In the 
organizational and institutional aspect, the project has implemented activities through the existing government mechanism so 
that it is very likely that the mechanism exists after the termination of the project. In the financial aspect, however, field level 
activities have been financially supported by the project including transportation and allowance cost for inspectors and field 
officers so that it is unlikely that the mechanism will continue to function after the project budget ends. 
 
3-4  Conclusion 

The project has produced output 1 & 2 at the sufficient level but will not produce output 3. The establishment of an 
effective extension method is unlikely by the end of the project. The project purpose is likely to be achieved at the pilot village 
level but not at the target area level. For the five criteria evaluation, relevance, efficiency and impact are positively evaluated 
but the effectiveness is relatively low and sustainability is moderate due to the financial difficulty. 
   Since the project has aimed at increasing use of improved variety seeds by farmers, the establishment of an effective 
extension method is indispensable so that the project extension should be considered to address the issue. 
 
3-5  Recommendations 
(1) Project extension 
 The project should be extended for one year and establish an effective extension method. 
 
(2) By the end of the project 
 Development of database on the certified improved variety seeds should be completed. During the course of the 

development, INERA needs to be involved so that they can use the data effectively. 
 Technical manuals for output 1 & 2 should be finalized. 
 
(3) During the extension period 
 Farmer Field School (FFS) should be examined as an effective extension method for improved variety seeds. 
 Capacity building of concerned institutions on the production of improved rice variety seeds needs to be addressed. 
 Capacity building of national inspectors needs to be addressed focusing on the issue of plant pathology. 
 A new and high quality machine for post-harvest quality control needs to be provided to a seed farm. 
 Budget from counterpart fund needs to be liquidated to support honorarium and operation cost of C/P. 
 Frequent communication is required between Burkina Faso and Japan sides in order to share information about progress and 

issues of the project. 
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 Three counterparts need to be assigned who are in charge of improved rice variety seeds, plant pathology and FFS 
respectively. 

 The project needs to report the status of budget disbursement to the Burkina Faso side on the regular basis. 
 Aside from the project, JICA needs to consider the technical and financial assistance for the development of the 

measurement method of utilization rate in collaboration with FAO and other international organizations. 
 
3-6  Lessons Learned 
 Project implementation might be hampered due to the cause of ill-prepared project design. Any review missions need to 

check the risk of ill-prepared project design during the review process. 
 Project implementation is hampered by insufficient communication and mismanagement so that Japanese experts, leaders in 

particular, need to acquire management and communication skills. 
 



 

－1－ 

第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査の背景・目的 

農業はブルキナファソ国（以下「ブ」国）の主要な産業であり、GDPの30％を占め、労働人口

の85％が従事している（2005年）。自給作物としてソルガム、ミレット、メイズ、ササゲ等が、換

金作物として綿花、落花生、ゴマ等が降雨依存型の粗放農業で栽培されている。ソルガム等の穀

物は、耕地面積の約90％を占めており、これらの穀物の安定的生産は国民の食糧需要の充足にお

いて重要である。しかしながら、「ブ」国の穀物生産は、機械化の未発展、土壌肥沃度の低下、天

候の影響を受けやすい栽培環境、肥料や種子などの投入材の不足が原因となり、不安定で低い生

産性にとどまっている。このような現状に対し、「ブ」国政府は農業生産性を改善する要因の１つ

に良質な種子の使用を挙げ、わが国の「食糧増産援助（２KR）」の見返り資金を活用した「種子セ

クター開発プロジェクト」を実施した（2003～2005）。同プロジェクトにより、穀物等の優良種子

の生産増加に一定の成果を上げたが、一般農民への優良種子の普及に関しては十分な成果を得る

に至っていない。また、普及における課題のほか、生産者グループの種子生産に係る諸技術の未

修得と運営の弱さ、農業技官及び検査技師の技術の未熟さ、そのほかの種子生産圃場の整備等の

課題が残されている。係る状況の下、「ブ」国政府は、同プロジェクトで残された課題を解決し、

優良種子の普及を促進するために、種子セクターにかかわる関係者の能力強化に関する技術協力

をわが国に要請してきた。このような背景から、2008年２月に討議議事録（Record of Discussions：

R/D）の署名が行われ、農業・水利・水資源省（Ministère de l’Agriculture, de l’Hydraulique et des 

Ressources Halieutiques：MAHRH）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とする技術協力プ

ロジェクト「優良種子普及計画」が2008年２月から2011年２月までの予定で開始された。 

本プロジェクトは、２名の長期専門家（チーフアドバイザー／普及、業務調整／研修計画）、４

名の短期専門家（圃場検査、実験室検査、農民組織強化、普及評価）によって活動を実施してき

ており、2009年１月に運営指導調査、2010年１月に中間レビューを実施している。今般、協力開

始から３年目を迎え、2011年２月の協力期間終了に向けて、これまでの活動実績を評価するとと

もに、今後に向けての提言及び教訓を抽出することを目的に終了時調査団を派遣した。 

 

１－２ 評価調査団構成 

（１）日本側 

総括 星 弘文 JICA 農村開発部畑作地帯G乾燥畑作地帯課長 

農業・農村開発 高橋 順二 JICA  国際協力専門員 

評価分析 久保 英之 グローバルリンクマネージメント株式会社 

企画協力 飯塚 協太 JICA 農村開発部畑作地帯G乾燥畑作地帯課Jr.専門員 

 

（２）「ブ」国側 

KARFO Sambena 
Survey and Planning Department 

MAHRH 

TOE/SABA Pauline 
General Directory of Cooperation Department/Minister of

Economic and Financial 
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M. LANKOANDE D. Olivier 

（Improved Seeds） 

National Service of Improved Seed 

MAHRH 

Pr DABIRE B. Clémentine 

（Agricultural technology） 

Researcher in National Institute of Agriculture and

environmental Research （INERA） 

 

１－３ 調査日程 

日本側終了時評価調査団の訪問は、2010年11月29日から12月16日までの18日間である（付属資

料１参照）。 

 

１－４ 主要面談者 

＜ブルキナファソ国農業水利水資源省＞ 

Mr. Adama Compaore 農業水利水資源省次官 

Dr. Robert M. Ouedraogo 農業水利水資源省植物生産総局長 

Mr. Etienne Y. Kabore 農業水利水資源省農業資機材・機械化局長 

Mrs. Dioda Barry 農業水利水資源省植物生産局種子検査官 

 

＜在ブルキナファソ日本国大使館＞ 

杉浦 勉 氏 特命全権大使 

村田 優久夫 氏 参事官 

福原 康二 氏 経済協力・財務担当二等書記官 

 

＜JICAブルキナファソ事務所＞ 

森谷 裕司 氏 所長 

栗元 優 氏 所員 

内野 香美 氏 企画調査員 

 

＜プロジェクトチーム＞ 

山中 光二 氏 長期専門家（チーフアドバイザー／普及） 

市川 智子 氏 短期専門家（農民組織強化） 

 

１－５ 評価手法と評価項目 

 １－５－１ 評価手法 

本評価調査は、新JICA事業評価ガイドライン第１版に基づき、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）を用いた評価手法にのっとって実施した。その骨子

は、PDMに基づく評価のデザイン、プロジェクトの実績を中心とした必要情報・データの収集、

妥当性・有効性・効率性・インパクト・持続性という観点からの情報・データ分析、分析結果

を踏まえた提言・教訓の導出である。 

調査団は2010年１月改訂のPDM（付属資料２参照）に基づいて作成した評価グリッドを評価

の枠組みとして適用し、「ブ」国側C/P及び日本人専門家、その他関係機関に対して質問票・イ

ンタビューを通して情報収集を行うとともに、プロジェクトの事業対象地域を視察し、圃場技

官や対象地域の農家にインタビューを行った。 
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本評価調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。 

・R/D、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）、PDM、活動計画（Plan of Operations：P/O）、

事前評価報告書等のプロジェクト計画文書 

・業務報告書・短期専門家報告書・中間レビュー報告書等のプロジェクト関連資料 

・「ブ」国の政策関連文書 

・質問票調査（日本人専門家)1 

・「ブ」国政府関係者へのインタビュー（MAHRH幹部、全国種子課のC/P） 

・日本人専門家・JICA事務所担当者へのインタビュー 

・直接裨益者へのインタビュー（圃場技官、種子検査官、農民） 

・直接観察（展示圃場、種子生産圃場） 

 

 １－５－２ 評価項目 

 （１）プロジェクトの実績の確認 

プロジェクトの実績は投入、アウトプット、プロジェクト目標及び上位目標の各項目に

ついて、付属資料２に示すPDMにある指標を基にその達成状況（または達成見込み）を確

認する。 

 

 （２）実施プロセスの確認 

プロジェクトの実施プロセスについて、関係者間のコミュニケーション、マネジメント

等さまざまな観点に基づき、プロジェクトが適切に運営されたかを検証する。さらに実施

プロセスの検証により、プロジェクトの効果発現に係る貢献要因、阻害要因を抽出する。 

 

 （３）評価５項目に基づく評価 

上記（１）（２）の検証結果に基づき、プロジェクトを評価５項目の観点から検証する。

各項目の内容は以下のとおりである。 

妥当性 

プロジェクトの目指す効果（プロジェクト目標と上位目標）が相手国・日本の

政策と整合性をもっているか、受益者のニーズに合致しているか、プロジェク

トのデザインは効果発現の手段として適切か、という観点から検討する。 

有効性 
プロジェクト目標の達成度合い、アウトプットとプロジェクト目標の因果関係、

という観点から検討する。 

効率性 
プロジェクトの投入から生み出されるアウトプットの程度について、投入のタ

イミング、質、量という観点から妥当であったか検討する。 

インパクト 
プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果（上位目標を含む）につ

いて、当初予期しなかった効果も含め検討する。 

持続性 
事業終了後、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みはあるかという点

について、政策・制度・財政・技術的な観点から検討する。 
出所：新JICA事業評価ガイドライン第１版を参考に終了時評価団作成 

                             
1 今次調査において、本プロジェクトの直接裨益者である圃場技官・種子検査官・普及員・農民に対する事前の

質問票調査はプロジェクトの事情により実施されなかった。 
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１－６ プロジェクトの概要 

（１）協力期間：2008年２月～2011年２月（３年間） 

 

（２）C/P機関：MAHRH 

 

（３）PDM概要（2010年１月改訂版） 

上位目標 国全体で優良種子の使用量が増加する。 

プロジェクト目標 対象地域における優良種子の使用が増加する。 

アウトプット １ 優良種子の生産体制が整う。 

 ２ 種子の品質管理・検査体制が整う。 

 ３ 優良種子普及のための効果的方法が確立される。 

 

（４）実施体制：下図は、本プロジェクトの実施体制に関する概念図である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出所：終了時評価団作成 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

 プロジェクトが開始された2008年２月から2010年11月末までの日本側・「ブ」国側の投入実績は、

以下のとおりである。詳細については合同評価報告書Annex IV（付属資料６）を参照のこと。 

 

（１）日本側の投入実績 

専門家 

長期専門家２名（チーフアドバイザー／普及、業務調整／研修計画）、短

期専門家４名（圃場検査、実験室検査、農民組織強化、普及評価）が派遣

された（合計 88.46MM）2。 

本邦研修 ８名の研修員が本邦研修に参加した。 

資機材供与 

コンピュータ、オートバイ、種子検査関係実験機器などが供与された。こ

れまでの合計金額は日本調達分4,160,940円、「ブ」国内調達分73,664,352

FCFA（約1,224万円）である。 

ローカルコスト 
現地業務費として2010年６月末までに353,369,130 FCFA（約5,870万円）

が支出された。 

 

（２）「ブ」国側の投入実績 

C/Pの配置 
正規の配置はナショナルコーディネーター１名であるが、全国種子課の２

名が実質的なC/Pとして関与している。 

ローカルコスト 通常経費として37,244,360FCFA（約619万円）がこれまでに支出された。

施設の提供 
C/P機関であるMAHRH全国種子課事務所内にプロジェクトの事務所スペ

ースが確保された。 

 

２－２ アウトプットの達成状況 

 本評価時点における各アウトプットの達成状況は以下のとおりである。 

 

アウトプット１：優良種子生産体制が改善される。 

指標1-1 

優良種子生産に係る技術

パッケージが作成され

る。 

達成状況： 

現在、２種類の種子生産技術マニュアルを作成中。１つは、圃場技

官・地方種子検査官用のマニュアルで、７作物（コメ以外のプロジ

ェクト対象作物）を対象としている。もう１つは、種子生産農家用

のマニュアルである。前者は2011年１月３日に納入予定で、後者は

プロジェクト終了時までに完成予定である。 

指標1-2 

種子生産圃場技官11名、

全国種子検査官15名、種

子生産圃場の種子生産者

達成状況： 

これまでに、種子生産圃場技官13名、全国種子検査官26名、地方種

子検査官45名、種子生産圃場の種子生産者1,041名、個人種子生産者

1,904名が研修を受けた。なお、プロジェクトの研修を受けた圃場技

                             
2 当初計画では、種子及び栽培分野の専門家も派遣される予定であったが、適任者が見つからず、派遣は実現し

ていない。 
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110名、個人種子生産者80

名が研修を受ける。 

官及び地方種子検査官の一部は、種子生産者に対する種子生産・品

質管理研修の講師役を担えるようになっている。 

指標1-3 

対象地域で種子生産改善

の技術が適用される。 

達成状況： 

研修評価報告書によれば、種子生産技術研修に参加した種子生産者

の94％が品種選択・土壌耕起・種子消毒・株間／条間施肥・害虫防

除などの技術を実際に適用している。収穫後処理・マーケティング

研修の参加者では、91％が収穫時期・乾燥・保管などの技術を実際

に適用している。農民組織化研修については、91％が組織運営技術

を適用し、87％が会計業務に携わる自信があると回答している。 

指標1-4 

種子生産圃場が整備さ

れ、機材が供与される。 

達成状況： 

対象地域内の11圃場において、種子生産者の要望に基づき、さまざ

まな機材供与や施設改修が行われている。各圃場の投資金額は以下

のとおりである。 

 

圃場名 FCFA 

Pobe 2,613,313 

Oulo 279,000 

Bani 2,490,200 

Kolbila 7,049,233 

Dapelogo 1,398,000 

Loumbila 23,189,988 

Diapaga 2,040,813 

Bagre 685,000 

Zabre 2,820,313 

Seguere 5,160,813 

Diaraba 1,362,813 

合計 49,089,486 

 

上記金額に含まれないものとして、種子選別機がLoumbila圃場に導

入されている。 

 

アウトプット１が目指す「生産体制の改善」とは、種子生産に携わる関係者の技術力が向上し、

インフラ面での圃場整備が進むことであると解釈できる。 

指標の達成度については、技術力向上に関する指標である1-2・1-3は達成済み、1-1の技術マニ

ュアル作成についてはプロジェクト終了時までに達成見込みである。1-4についても、プロジェク

ト開始時点に比べ、施設・機材面での圃場整備度合いは大幅に改善されている。 

このほか、プロジェクトは種子生産の需給に関する情報整備にも取り組んできた。具体的には、

種子検査に合格した保証種子の品種別・県別データベースの構築及び2008年・2009年のデータ入

力である。本データベースによって、既に地域ごとの供給状態が把握できる状態となっている。

さらに、展示圃場の設置を通じて品種ごとの収量データ収集も行っており、試験場データとの比

較及び在来種との比較が可能となっている（付属資料４参照）。 

これらの成果より、アウトプット１はほぼ達成されていると判断できる。なお、C/P機関である



 

－7－ 

MAHRHの幹部は、生産体制の更なる改善のため、コメに関する追加的取り組み及び収穫後の種子

選別を補助する機械の導入を希望している。 

 

アウトプット２：種子品質管理及び検査体制が改善される。 

指標2-1 

種子の圃場レベルでの品質管

理、実験室検査に係る技術パッ

ケージが作成される。 

達成状況： 

実験室検査マニュアル「Methodes des regles de l’Association

Internationale d’Essais de Semences」は既に完成済みである。

圃場検査マニュアルについても既に原稿は完成しており、プ

ロジェクト終了時までには提出される予定である。 

指標2-2 

全国種子検査官15名、地方種子

検査官26名が研修を受ける。 

達成状況： 

これまでに、全国種子検査官37名、地方種子検査官49名が研

修を受けた。 

指標2-3 

対象地域において、種子の圃場

品質管理、実験室分析方法改善

の技術が適用される。 

達成状況： 

研修評価報告書によれば、圃場における種子管理技術の適用

状況に関し、研修に参加した圃場技官・地方種子検査官の

86％が「非常に良い」と回答し、13％が「良い」と回答した。

また、58％が各品種の形態的特徴を把握していると回答し

た。全国種子検査官については、実験室における種子検査技

術の適用状況に関し、80％が「非常に良い」と回答し、20％

が「良い」と回答した。 

指標2-4 

量・質ともに有効な検査が可能

となるよう、実験室に資機材が

供与される。 

達成状況： 

様々な機材が実験室に供与されており、これまでの合計金額

は450万円以上である（約26,800,000 FCFA）。 

 

アウトプット２の趣旨は、種子生産圃場における種子の品質管理体制及び実験室における種子

の検査体制を改善することであるが、改善度合いに関する具体的な指標設定はない。 

指標の達成度については、技術力向上に関する指標である２-２・２-３は達成済み、２-１の技

術マニュアル作成についてはプロジェクト終了時までに達成見込みである。２-４についても、プ

ロジェクト開始時点に比べ、施設・機材面での種子検査体制は大幅に改善されている。このため、

アウトプット２はほぼ達成されていると判断できる。なお、C/P機関である農業・水利・水産資源

省の幹部は、植物病理に関する全国種子検査官の更なる能力向上を希望している。 

   

アウトプット３：優良種子普及の有効な方策が確立される。 

指標3-1 

全国種子検査官15名、地方種子

検査官26名、種子生産圃場技官

11名、普及員８名が研修を受け

る。 

達成状況： 

これまでに地方種子検査官10名、種子生産圃場技官11名、普

及員109名が研修を受けた。 

指標3-2 

一般農家対象の研修を10回実施

し、500名が研修を受ける。 

達成状況： 

農家対象の研修がこれまでに１度行われ、235名が参加した。
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指標3-3 

優良種子普及ガイドラインが作

成される。 

達成状況： 

展示圃場の設置方法について記した「Guide de vulgarization

des semences ameliorées」という普及マニュアルが2009年12

月に草稿された。今後実施する研修コースでこれを使用し、

参加者からのフィードバックを反映させたうえでプロジェ

クト終了時までに完成する予定である。 

 

アウトプット３は、優良種子を一般農家に普及するための有効な方策を確立するものであるが、

指標はガイドライン作成と研修実施に限られており、有効な方策の確立を検証する手段としては

不十分である。 

指標の達成度については、終了時評価時点において研修回数・受講者人数とも目標値に到達し

ておらず、ガイドラインについても研修コースでの試用は行われていなかったが、プロジェクト

終了時までにはある程度達成されるものと見込まれる。 

本プロジェクトでは、普及手段として展示圃場・圃場見学会・ミニプロダクションという３つ

の方法を試行してきた。各々の活動状況は下記表の通りである。ただし、プロジェクトはこれら

３つの方法を体系立て、有効な普及方策として確立する段階には至っていない。なお、ミニプロ

ダクション活動については、原種（R２）が全国種子課による検査を受けない状態で農民間に広ま

っていくことに対する懸念から、中間レビュー調査団の提言により2010年は中止されることとな

った。このため、プロジェクト終了時までに優良種子普及の有効な方策を確立することはできな

いと考えられる。また、ガイドラインについては、本来、有効な方策を確立したうえでマニュア

ルを作成すべきであり、展示圃場の設置方法について取りまとめた現在の普及マニュアルでは不

十分である。これらの状況を踏まえると、アウトプット３についてはプロジェクト終了時までに

達成することは困難であると判断される。 

 

展示圃場3 圃場見学会4 ミニプロダクション5 

年 圃場数  年 開催数 参加者  年 配布先* 配布数 

2008 17  2008 ３ times  293  2008 ４村  340 

2009 ５  2009 11 times 1,228  2009 ５村  624 

2010 38  2010    2010 中止 中止 

* 配布先は、Kolokom村（2009年のみ）、
Kolma 村 、 Bango 村 、 Kie 村 、
Amsia村 

 

                             
3 優良種子の生育状況を周辺農家に示す圃場としてプロジェクトが農家に依頼して設置したもの。技術支援は、

2010年の場合、主に種子生産者組合と州農業局によって行われている。2008年から３年連続で支援されている

展示圃場は５カ所である。 
4 周辺農家を展示圃場に招待し、生育状況や適用技術について紹介する見学会である。 
5 一握り分の原原種（R1）優良種子を小袋に詰め（播種面積100m2相当分の種子量）、１品種当たり５袋を無料で

農家に配布するものである。意図としては、農家が原原種（R1）を栽培し、収穫後は原種（R2）種子を他の農

家に提供することで優良品種の種子が広がっていくことを想定している。 
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２－３ プロジェクト目標の達成状況 

 本評価時点におけるプロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。 

 

プロジェクト目標：対象地域における優良種子の使用が増加する 

指標： 

対象地域において、対象作物

の優良種子使用率が10％増

加する。 

達成状況： 

本プロジェクトの活動対象村の１つであるKolokom村の調査報

告によれば、優良種子の採用率（優良種子を使用している農家の

割合）は2008年が32.5％、2010年が46.0％であり、２年間で41.5％

増加している。作物ごとにみると、採用率が10％以上増加してい

る作物は５種類である。 

 

採用率 
 

2008 2010 

増加率 

全作物対象 32.5％ 46.0％ 41.5％ 

作物別 

ミレット 6.1％ 0.0％

ソルガム 0.0％ 10.2％

トウモロコシ 26.3％ 30.6％

コメ 20.0％ 52.6％

ササゲ 25.8％ 25.6％

落花生 0.0％ 5.6％

ゴマ 0.0％ 18.2％

 

 

本調査中にKolokom村で行ったグループ会合では、22人の村人

（うち女性20人）全員が在来種よりも優良種の方が良いと答え、

その理由として収量が多いことを指摘した。また、政府やプロジ

ェクトによる種子の配分が行われない場合には、全員が購入する

と回答した。 

 

プロジェクト目標は、対象地域である８県において優良種子の使用が増えることである。指標

にある「使用率」は、当初、各作物の優良種子作付面積割合を示すものとして設定されたが、面

積測定作業は困難であるため、2010年10月の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

において「優良種子を使用する農家数が増えること」と解釈することが決定された。 

ミニプロダクション活動が行われた５カ村のうち、Kolokom村で行った調査結果によれば、プロ

ジェクトの実施期間中に優良種子の採用率は41.5％増加している。ほかの４カ村はKolokom村より

も一年早くミニプロダクション活動を開始していることから、同等もしくはより高い増加傾向が

みられる可能性が高い。ただし、この調査結果を考察する際には、優良種子の供給元は基本的に

政府による配布（2008年、2010年）及びプロジェクトによる配布（2010年）に限られているとい

う点を考慮する必要がある。Kolokom村における農民インタビューでは、配布がない場合には自ら

購入すると発言しているが、政府・プロジェクトによる優良種子の無料配布終了後の採用率につ

いては実証されているわけではなく、現段階で採用率が増加していても、配布終了時点で優良種

子の使用が終わる可能性もある。 
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また、ミニプロダクション対象村における使用率増加傾向が、県内他地域に広まるメカニズム

は構築されていない。したがって、プロジェクト目標については、対象村レベルにおいて、Kolokom

村では達成され、他の４カ村においても達成されている可能性が高いと推測されるが、対象地域

レベルにおいては達成されている可能性は低いといえる。 

 

２－４ 上位目標の達成見込み 

 本評価の実施時点における上位目標および指標の達成見込みは以下のとおりである。 

 

上位目標：国全体で優良種子の使用量が増加する 

指標： 

2015年までに国全体で優良種子の使用

量が50％増加する。 

達成状況： 

国の統計データ及びプロジェクトが構築したデータ

ベースの情報によれば、認証種子の生産量は2001年

が261t、2007年が5,430t、2010年が10,592tと増加して

いる。 

 

上位目標は国レベルで優良種子の使用が増えることを目指すものである。国レベルの優良種子

栽培面積または採用農家数の統計はまだ存在しないため、生産量の推定から算出することとなる。 

検査済みの認証種子に関する統計データによれば、生産量は毎年着実に増加しており、2007年

と2010年のデータを比較しても倍近い増加となっている。政府の優良種子増産政策は今後も継続

することから、この傾向はしばらく続くものと推定される。 

上位目標に対するプロジェクトの貢献という点については、アウトプット１による生産技術の

改善により、認証種子（生産された種子のうち、検査に合格し認証されたもの）の数量増加には

貢献していると考えられるが、具体的な数量は不明である。また、普及メカニズムが構築されて

いないため、対象村以外における使用増加については貢献度は低いと考えられる。 

 

２－５ プロジェクトの実施過程について 

（１）活動の進捗状況 

中間レビュー調査時に活動ごとの進捗状況把握及び提言が行われたが、この提言に対する

取り組み状況を付属資料５に記した。19ある活動項目のうち、17については既に完了済み、

またはプロジェクト終了時までに完了する見込みであり、基本的に活動の進捗状況は良好で

あるといえる。完了見込みのない活動は、上記２－３で述べた優良種子の使用率に関するデ

ータ収集と、上記２－２のアウトプット３で述べた有効な普及方法の試行活動の２つである。 

 

（２）コミュニケーション及びマネジメント 

プロジェクト事務所はC/P機関である全国種子課の中に置かれているため、基本的にプロジ

ェクト関係者間の日常的なコミュニケーションは行われている。しかし、プロジェクトの意

思決定及びマネジメントについては、これまでに以下の問題が生じた。 

・ミニプロダクション及びKolokom村での製粉機導入6については、プロジェクト関係者間

                             
6 農家が優良種子栽培によって収穫した作物を用いて加工品を製造し、販売することを目的として導入された。 
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（日本人専門家・C/P）での合意形成が行われないまま予算が執行され、結果として、関

係者間の認識の相違から実施途中でプロジェクト活動としての取り組みを中止する事態

に発展した。 

・プロジェクト目標の指標については、開始当初より、作付面積で測るべきだとするC/P機

関側と、実面積の測定は困難であると主張する日本人専門家との間で議論が平行線をた

どり、プロジェクト終了５カ月前のJCCで初めて優良種子採用率を指標とすることで合

意するという状況であった。さらに、採用率のベースラインデータについては、プロジ

ェクトによるデータ収集活動は行われず、2010年11月に終了時評価調査団の主導で

Kolokom村におけるデータ収集が行われた。 

・当初計画では、種子分野（または栽培分野）の日本人専門家が派遣される予定であった

が、適任者が見つからず、派遣は実現しなかった。しかし、これに伴う計画変更（PDM・

POの変更など）は行われていない。 

・「農民組織化」短期専門家の活動は、10.76人月（Man-Month：MM）の投入があるにもか

かわらず、PDMの中での位置づけがなされていない。 

・種子生産に関する重要な試験研究機関である国立環境農業研究所（ Institut de 

l’Environnement et de Recherches Agricoles：INERA）との連携は、マニュアル作成依頼に

とどまり、原種必要量把握のための情報共有は行われてこなかった。 

 

（３）政府農業省幹部の強いコミットメント 

本プロジェクトのC/P機関は農業省であり、プロジェクト・ディレクターは植物生産総局の

総局長であるが、本プロジェクトに対する総局長のコミットメントはプロジェクト開始当初

より強いものであった。上述のとおり、本プロジェクトでは実施プロセスにおいてマネジメ

ント上の諸問題が発生してきたが、総局長は自らこれらの問題解決のために協議に参加し、

イニシアティブを発揮してきた。 

 

（４）中間レビュー調査における提言 

以下の表は、中間レビュー調査で行われたプロジェクトに対する提言と、これまでの取り

組み状況を取りまとめたものである（上記（１）で述べた活動ごとの提言とは異なる）。 

 

中間レビュー時の提言 取組状況 

優良種子の使用率 

対象地域における優良種子の使用率がプロジェクト

目標の指標となっているが、ベースライン調査では

指標を決定するデータを入手できなかった。活動を

可能にするために、農業統計の専門機関と連絡をと

り、有効な方法論を確立することを提言する。 

10月のJCCにおいて、本プロジェクトで

は、採用率を用いることで合意がなさ

れた。 
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種子生産圃場への機材供与 

対象地域の種子生産圃場では、優良種子の品質の問

題及び量の不足が依然として主要な問題となってい

る。これを解決するため、プロジェクトドキュメン

トに従い、機材の調達を行うことを提言する。ここ

でいう機材とは、特に収穫後処理に関するものをい

う。 

Loumbila種子生産圃場に選別機が導入

されたが、機械の質が低く、修理を余

儀なくされている。今後の予定につい

ては、２台の追加発注が見込まれてい

るが、修理状況によっては計画が変わ

る可能性もある。 

展示圃場とミニプロダクション 

活動３-５に関して、プロジェクトは展示圃場とミニ

プロダクションを組み合わせた新しい手法を試そう

とした。双方はこのアプローチがプロジェクト目標

の達成に寄与しないことに合意し、以下の点を提言

する。 

- ミニプロダクションの実施と製粉機導入を中止す

る。 

- 展示圃場を訪問した生産者に対し、彼らが自分の

圃場で展示できるよう、自分で選択した品種の種を

配布する。 

- 展示圃場の数を増やし、メディアによる大々的な

宣伝により圃場訪問への参加者を増やす。 

- ミニプロダクション活動は中止され

た。 

- 自分で選択した品種の種を配布する

計画は実施されていない。 

- 2010年は展示圃場の数が大幅に増え、

視聴覚機材を用いた圃場見学会も開催

された。 

C/Pファンド 

政府により予算措置がなされたC/Pファンドについ

て、プロジェクト活動の円滑な実施のため、凍結解

除作業の加速を提言する。 

2009年の予算執行は行われたが、時期

は大幅に遅れた。2010年については、

まだ第一四半期の分が執行されたのみ

であるとの報告があった。 

 

２－６ 効果発現に貢献した要因 

（１）国家政策との一致 

「ブ」国政府農業省は、2008年の食料価格高騰時に発生した暴動の後、国内農業の生産性

向上政策を重視し、農民に対する優良種子配布事業を開始している。安定した食料供給は政

府農業省にとって優先度の高い政策課題であり、優良種子の生産体制改善及び普及を目的と

する本プロジェクトは当該政策課題に取り組むうえで極めて重要な役割を果たし得る。この

ため、本プロジェクトに対する農業省幹部の関心は非常に高く、さまざまな問題が生じてき

たにもかかわらず総局長を始めとする幹部の支援は変わることがなく、問題解決に向けてイ

ニシアティブを発揮するという状況が生まれた。 

 

２－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）プロジェクト・デザインに関わる問題①―２つのコンポーネントについて 

本プロジェクトの目標は、穀物・豆等の生産性向上のため、農家が優良種子の使用を増や

すことである。この目標達成のため、PDMのアウトプットとして、優良種子の生産体制強化

を目的とするアウトプット１及び２、優良種子普及の方策確立を目的とするアウトプット３

が設定された。 

この枠組みには優良種子の生産と普及の両方が含まれており、より包括的な計画であると
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とらえることも可能だが、理論的に考えると、前者のアウトカム（すなわち、プロジェクト

目標に相当するもの）は、例えば、圃場における生産性の向上、検査における合格率の向上

等となり、後者は、優良種子を作付する農家数の増加、作付面積の増加等の内容となる。す

なわち、概念上、両者は別々のコンポーネントとしてとらえることが適切であるといえる。 

上記２－５で述べたとおり、本プロジェクトの実施過程ではマネジメントに係るさまざま

な問題が生じたが、その根本的な問題の１つとして、プロジェクトの計画段階及び実施過程

において両コンポーネントの差異が概念的に明確化されず、さらに、プロジェクト目標の指

標にはアウトプット３の普及方策確立に係るアウトカムのみが採用され、生産強化に関する

指標が設定されなかったことが挙げられる。目的の異なる２つのコンポーネントが混在した

うえに、これらを概念的に峻別する過程がなかったため、プロジェクト関係者間での目標共

有が容易ではなく、混乱を招く要因になったと考えられる。 

 

（２）プロジェクト・デザインに関わる問題②―優良種子の有効性実証について 

本プロジェクトは、単純に優良種子の使用を促進するものではない。事前評価調査報告書

の３－２（５）に「伝統品種の特徴と新品種の特徴の両方を生かして品種を作ることや、農

民の選択を広げることの重要性」、「農家が選べる品種・優良種子供給の拡大と、農家が自分

の圃場経営に最適な種子を選べる能力の構築を二本柱とする技術協力」と明記されていると

おり、本プロジェクトのねらいは、農家側の選択肢を増やし選択能力を高めるという基本的

考え方を前提としたうえで、農家による優良種子の使用を増やすことにある。しかし、PDM

にはこの考え方が反映されておらず、単純に、優良種子の使用を促進するための普及方策確

立という発想が採用されている。 

一方、優良種子の原原種生産を担う試験研究機関であるINERAは、試験場内の圃場におけ

る優良種子生産データは保持しているものの農家圃場における実証試験は十分に実施してお

らず、プロジェクト開始時点において、農家レベルにおける優良種子栽培の有効性について

は実証データに基づく確認が出来ない状況であった。このため、プロジェクトとしては、優

良種子の使用を促進する活動に入る前段階として、展示圃場における優良種子栽培を通じて

データの蓄積を行い、その有効性を確認する作業に取り組む方針を採った（これまでに収集

したデータの一部を付属資料４に示した）。データ収集は通常複数年にわたって行う必要があ

り、結果としてアウトプット３の普及方策を確立するための諸活動については進捗が大幅に

遅れることとなった。 

これらの議論を踏まえると、プロジェクトの計画段階及び実施過程において「農家側の選

択肢を増やし選択能力を高める」という考え方がPDMに反映されていれば、優良種子の有効

性を検証する過程そのものが農家の能力強化プロセスの一環として位置づけられていた可能

性が高いと指摘し得ると同時に、現行PDMを採用している限りにおいて、農家圃場における

優良種子栽培の実証試験を１つのアウトプットとして明確に位置づける必要があったと指摘

できる。 

 

（３）マネジメントに関わる問題 

本案件は前述の通りプロジェクト・デザイン上の問題を抱えていたものの、概念上の整理

及びコンポーネントごとの明確な目標共有が行われ、そのうえで個々の提案に対してPDM上
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での位置づけが議論され、また必要に応じてPDMの変更が提案されていれば、さまざまな混

乱は避けることが可能であったと考えられる。すなわち、このような議論がプロジェクト実

施過程において行われてこなかったこともさまざまな混乱を放置した原因として位置づけら

れ、その意味で、情報共有促進・問題分析・合意形成などプロジェクトマネジメントに係る

専門的技能の不足が諸問題を惹起した要因の１つであったと指摘できる。 
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第３章 評価５項目による評価結果 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトは、「ブ」国の優良種子政策、農業生産性向上という国内ニーズ、日本の対「ブ」

国援助方針と十分に合致しており、プロジェクトのデザインは適切性に欠ける側面があるものの、

妥当性はやや高いと評価する。 

「ブ」国では2006年に種子法が制定され、優良種子普及の重要性は既に法的な位置づけを得て

いる。また、2008年の食料価格高騰及び暴動の発生を受け、政府は国内農業の生産性向上が重要

であることを認識し、そのための手段として優良種子普及を位置づけている。このような背景に

より、本プロジェクトに対する「ブ」国政府の期待は極めて高いものとなっている。 

農業・農村開発は日本の対「ブ」国援助重点分野の１つである。特に、貧困削減の観点から農

村部における貧困農民の基礎生活分野を重視しており、個々の零細農家の生計改善に直接貢献し

得る本プロジェクトはこの基本方針に合致しているといえる。 

本プロジェクトのデザインは、コメを含む８作物の優良種子について、対象地域の８県におい

て、種子生産・品質管理技術の向上（アウトプット１&２）及び一般農家への普及（アウトプット

３）を図り、農業省の全国種子課において種子検査技術の改善（アウトプット２）を行い、その

結果として優良種子の使用率増加（プロジェクト目標）を企図するものであるが、これらの成果

を期間３年の間に長期専門家３人の体制（当初計画）で達成するのはそもそも困難であったと考

えられる。本案件は、上記２－６で述べたように、種子生産体制強化と普及方策確立という２つ

のコンポーネントからなる案件であり、本来であれば２つのプロジェクトとして実施されてしか

るべき内容をもっている。しかし、計画段階では、本案件を一プロジェクトとして実施する（す

なわち、一プロジェクト規模の投入量・実施体制で行う）ことを前提としてアプトプット（３つ）・

対象作物（８作物）・対象地域（８県）が設定されており、運営指導調査・中間レビュー調査を含

む実施プロセスにおいてもこのデザインが見直されることはなかった。 

 

３－２ 有効性 

プロジェクト目標の達成度合い及びプロジェクト目標達成に対する各アウトプットの貢献とい

う観点からみると、有効性はやや低い。 

まず、プロジェクト目標について、ミニプロダクション活動を行った５村では達成されている

可能性が高いと推測されるが、本プロジェクトの対象地域である県レベルにおいては、ミニプロ

ダクションなどの普及メカニズムが確立しておらず、活動対象村における成果が県内他村に波及

している可能性は低い。 

次に、対象村におけるプロジェクト目標の達成はミニプロダクション活動（アウトプット３）

による成果であり、アウトプット１及び２との直接的な関係はない。ただし、上記２－６で述べ

たように、アウトプット１及び２とアウトプット３では「アウトカム」が異なるため、上述の関

係性は必然的な結果である。 

 

３－３ 効率性 

投入の実施状況及び投入から生み出される成果の程度という観点からみると、効率性はやや高

い。 
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まず、上記３－１及び２－５（２）で述べたように、本プロジェクトはデザイン上の問題を抱

え、かつ開始当初より投入上の制約を受けてきたにもかかわらず、アウトプット１及び２につい

ては十分な水準のアウトプットを達成している。この点については低投入ながら効率的に成果を

出しているといえる。 

一方、投入が成果発現に結び付いていない側面もある。まず、アウトプット３については、普

及担当のプロジェクトリーダーがアウトプット１及び２の生産・検査業務を兼務することとなり、

結果として、アウトプット３の活動に対して十分な投入を行うことが出来なかった。また、ミニ

プロダクション及びKolokom村での製粉機導入については、これらの投入実施を通じた成果発現が

期待されながらも、その検証がなされない段階で活動が中止されたため、今後の優良種子普及活

動においてこれらの経験を生かすことができない。さらに、「農民組織強化」短期専門家の派遣

（10.76MM）については、成果達成との関係性が明確にされない状態で投入が実施されたため、

終了時評価においても成果達成に対する具体的貢献が不明瞭である。 

 

３－４ インパクト 

上位目標の達成見込み、及びその他の波及効果をみると、インパクトはある程度大きい。 

まず、上位目標については、過去３年の間に優良種子（認証種子）の生産量はほぼ倍増してお

り、今後も政府による優良種子生産の奨励が続くこと及び生産量の増加が使用量の増加に結びつ

くことを考えると、達成される可能性は高いと予想される。但し、上位目標達成における本プロ

ジェクトの役割について、アウトプット１の活動を通じた種子生産者の技術力向上は生産量増加

に貢献するものと考えられるが、具体的な貢献度合いについてはこれを測るためのデータが揃っ

ていない。また、農民への普及方策が確立していないことから、優良種子を使用する農家数の拡

大に対する貢献はわずかなものであると考えられる。 

その他の波及効果としては、プロジェクトの研修を受けた地方種子検査官及び圃場技官が、種

子生産者に対する種子生産・品質管理研修の講師役を担えるようになっているという正の波及効

果が生じている。 

 

３－５ 持続性 

政策面、技術面、組織・制度面、財政面からみて、持続性は中庸である。 

まず政策面では、種子法の存在及び生産性向上に対する強いニーズの存在により、優良種子の

生産・普及は今後も重要な農業政策として位置づけられていくと考えられる。次に技術面では、

研修を通じて種子生産者が習得した諸技術（品種選択・土壌耕起・種子消毒・株間／条間施肥・

害虫防除・収穫時期・乾燥・保管・組織運営・会計など）は、既に多くの農家によって実践され

ていると考えられる。また、C/Pへの技術移転についても、現場担当のC/Pは展示圃場の設置に関

する技術を習得し、研修担当のC/Pは研修のデザインについて技術を習得済みである。 

組織・制度面では、本プロジェクトが実施した生産体制・品質管理強化活動は、基本的に農業

省がもつ既存のメカニズムを利用して実施していることから、プロジェクト終了後もメカニズム

そのものは存在し続けると考えられる。しかし、財政面をみると、地方種子検査官及び圃場技官

が行う圃場での技術支援活動はプロジェクト経費によって賄われてきており、農業省が交通費・

日当などの予算措置を強化する見込みが立っていないことから、農業省がもつ既存のメカニズム

に依存した技術支援活動は持続しないものと見込まれる。 
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第４章 結 論 
 

本プロジェクトは、終了時評価調査時点において、活動対象村レベルにおけるプロジェクト目

標は達成されていると考えられるが、対象地域レベルにおいて達成されている可能性は低い。ま

た、アウトプット１及び２については、ほぼ十分な達成度合いであると判断されるが、アウトプ

ット３については、優良種子普及の有効な方策の確立には至っておらず、プロジェクト終了時ま

でに達成することは困難である。５項目評価については、妥当性・効率性・インパクトに関して

ある程度ポジティブな評価がなされたものの、有効性はやや低く、持続性については財政的問題

があるため中庸と判断された。 

本プロジェクトは、優良種子の生産・検査体制を強化し、普及方策を確立することで農家によ

る優良種子の使用増加を目指した。したがって、プロジェクトを成功裏に終了させるためには優

良種子普及のための有効な方策の確立が不可欠であり、プロジェクト期間を若干延長し当該課題

に取り組む必要があると考えられる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

 ５－１－１ プロジェクトの延長について 

本終了時評価調査団は、プロジェクト終了時までに優良種子普及のための有効な方策を確立

することができないという上記結論を受け、普及方策確立のためプロジェクト期間を１年間延

長することを提案した。C/P機関と合意した延長期間における活動の詳細については付属資料７

を参照。 

 

 ５－１－２ プロジェクト終了時まで 

 （１）データベースの完成 

本調査団は、現在作業中の保証種子に関するデータベースのデータ入力がプロジェクト

終了時までに完了すること、及び、その過程にINERAが直接関与し、本データをINERAが

利用できる体制が作られることをプロジェクト関係者に提案した。 

 

 （２）技術マニュアルの完成 

アウトプット１及び２の指標1-1及び2-1にあるマニュアルは一部未完であることから、

プロジェクト終了時までに必ず完成させなければならないと確認した。 

 

 ５－１－３ 延長期間について 

 （１）ファーマー・フィールド・スクール（Farmer Field School：FFS）の導入 

延長期間における主要活動として、FFS手法を用いた優良種子の普及活動を試行すること

を提案した。FFS手法は、既に世界各地において小農を対象とした農業普及の一手法として

その有効性が実証されていることから、優良種子普及の手法としても適切に機能する可能

性が極めて高く、１年という短い期間においても一定の成果を収めることができると考え

られる。 

 

 （２）コメの優良種子生産に携わる関係機関の能力強化 

これまでのプロジェクト期間において、優良種子生産の技術支援は８作物を対象として

いたが、コメについては人材不足から具体的な取り組みが十分には行われてこなかった。

このため、延長期間においては、コメの優良種子生産に関わる関係機関の能力強化につい

て特別に取り組むことを提案した。 

 

 （３）植物病理に関する全国種子検査官の能力強化 

実験室における種子検査体制は既に一定の改善が図られたところであるが、植物病理に

ついては取り組まれてこなかったことから、延長期間においては、植物病理をテーマとす

る研修を特別に実施し、当該分野における全国種子検査官の能力強化を図ることを提案し

た。 
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 （４）選別機の導入 

プロジェクトはこれまでに選別機をLoumbila種子生産圃場に一台導入しているが、機械の

質が悪く、適切な機能を果たしていないため、異なるメーカーの高い品質をもった選別機

を新たに一台導入することを提案した。 

 

 （５）使用率の測定手法開発 

本調査団は、「ブ」国の農業セクターにとって優良種子の使用率（面積割合）の測定方法

開発及び実測値の計測が極めて重要であることを理解した。一方、当該要請については、

現有データの有無、データを有する際はその信憑性、有さない場合はデータの収集が可能

であるかの確認が必要であること、プロジェクトのカバーできる範囲の問題等から本プロ

ジェクトの一部として取り組むには無理があることを調査団から提言され、C/P機関幹部は

これを理解した。これらの合意を踏まえ、本調査団はJICAに対して、延長期間におけるプ

ロジェクト活動とは別に、FAOをはじめとする国際機関と連携し、手法開発及び実測値計測

に関する人的・技術的支援及び小規模資金支援の実施を検討することを提案した。 

 

 （６）C/Pファンドの適切な執行 

本プロジェクトの実施に携わるC/Pに対して、謝礼及び諸経費が適切に支給されるよう

「ブ」国政府がC/Pファンドを適切に執行することを依頼した。 

 

 （７）プロジェクト管理者間のコミュニケーション 

プロジェクト運営に携わる関係者の意思の疎通が適切に図られるよう日ブ側双方の幹部

の間で頻繁なコミュニケーションをとり（例えば月例会議の開催など）、プロジェクトの実

施状況や課題などについて情報の共有を図ることを提案した。 

 

 （８）C/Pの配置 

延長期間において、「ブ」国側は３人のC/Pを配置し、おのおの、コメの優良種子生産、

植物病理検査、FFS実施を担当するよう提案した。 

 

 （９）予算執行状況の報告 

プロジェクトは、予算執行状況に関する報告を定期的に「ブ」国側に対して行う必要が

あることを確認した。 

 

５－２ 教訓 

（１）実施プロセスにおいてプロジェクト・デザインの妥当性を検証すること 

既に繰り返し述べてきたが、本案件はプロジェクト・デザインに無理があったにもかかわ

らず、実施プロセスにおいてデザインの見直しは行われなかった。技術協力プロジェクトで

は、JCCを通じてプロジェクト・デザインを見直すことが可能であり、派遣専門家をはじめと

するプロジェクト関係者はこの点を明確に認識しておく必要がある。また、本案件のように

実施プロセスにおいて問題が生じている場合には、運営指導調査・中間レビュー調査の実施

者がプロジェクト・デザインの妥当性を検証しなければならない。 
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（２）マネジメント力をリーダーの必須能力として位置づけること 

本プロジェクトでは、プロジェクト・デザインがもつ問題点を克服するための建設的な議

論が行われなかったことから、実施プロセスにおいてさまざまな混乱が生じ、終了時評価時

点においても関係者間で合意形成が行われていないという状況が観察された。実施プロセス

において適切なマネジメントが行われていれば、早期にプロジェクト・デザインの改訂が行

われ、当初予定の３年間で普及についても一定水準の成果が得られたものと考えられる。日

本人専門家の派遣に際しては、特にリーダーがもつべき必須の専門性としてマネジメント力

を位置づけ、コミュニケーションやマネジメント力の欠如に起因する諸問題が生じないよう

人材育成・人事を通じて組織的に対応すべきである。 

 

 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 

 

２．PDM（Version 2.0） 

 

３．評価グリッド結果 

 

４．展示圃場における収量データ 

 

５．活動の進捗状況 

 

６．合同評価報告書（仏語） 

 

７．PDM、PO（改訂版） 

 



内容 月日／曜日 

本団 コンサルタント 

11/28 日 成田発 

29 月 ワガドグ着 

30 火 
JICA 事務所打合せ 
農業省表敬 
PDSA 打合せ 

12/1 水 
Loumbila 圃場視察・聞き取り 
Kolokom 村展示圃場視察 
PDSA 打合せ 

2 木 ベースラインデータ追加調査（於 Kolokom 村） 

3 金 Kolbila 種子圃場視察 

4 土 

 

資料整理 

5 日 成田発 資料整理 

6 月 ワガドグ着 C/P からの聞き取り 

7 火 
日本大使館表敬 
農業省次官表敬 
PDSA との打合せ 

8 水 合同評価委員会（活動報告、評価報告） 

9 木 
合同評価委員会（報告書案作成） 
Bobo Dioulasso へ移動 

10 金 
農業省総局長との協議 
Ouagadougou へ移動 

11 土 Loumbila 圃場視察 

12 日 合同評価報告書 M/M 案作成 

13 月 合同評価委員会（報告書協議） 

14 火 合同調整委員会（JCC） 

M/M 署名 
日本大使館報告 
JICA 事務所報告 

15 水 

ワガドグ発  

16 木  
PDSA との打合せ 
ワガドグ発 

17 金 成田着  

18 土  羽田着 
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29.1.2010 
 
■プロジェクト名: ブルキナファソ国優良種子普及計画  

■期間: 2008 年 2 月 –  2011 年 2 月 (3 年間)         

■対象地域: Oubritenga (モデル県),Houet, Soum, Boulgou, Comoé, Tapoa, Passoré et Séno   

■直接稗益者: 種子生産者グループ、個人種子生産者、種子生産圃場技官、全国・地方種子検査官、州局普及員,  

モデル県の（普及活動の対象となる）一般農家  

■間接稗益者：ブルキナファソの農業生産者  

要約 指標 データ入手手段 外部条件 

上位目標    

国全体で優良種子の使用量が増加

する 

 

2015 年までに国全体で優良種子の使用量が 50％増加する 

 

- 農業統計  - 国の優良種子普及

に関する政策が維

持される 

プロジェクト目標    

対象地域における優良種子の使用

が増加する 

対象地域において、対象作物の優良種子使用率が 10％増加

する 

- プロジェクト中間評価報告書 

- プロジェクト最終評価報告書 

- 大規模な自然災害

等が起こらない 

 

成果    

1.優良種子生産体制が改善される - 優良種子生産に係る技術パッケージが作成される 

- 種子生産圃場の普及員 11 名、全国種子検査官 15 名、種

子生産圃場の種子生産者 110 名、個人種子生産者 80 名が

研修を受ける 

- 対象地域で種子生産改善の技術が適用される 

- 種子生産圃場が整備され、機材が供与される 

- 優良種子の技術パッケージ 

- 研修評価報告書  

- プロジェクト評価報告書  

 

2.種子品質管理および検査体制が

改善される  

- 種子の圃場レベルでの品質管理、実験室検査に係る技術

パッケージが作成される 

- 全国種子検査官 15 名、地方種子検査官 26 名が研修を受

ける  

- 対象地域において、種子の圃場品質管理、実験室分析方

法改善の技術が適用される 

- 量・質ともに有効な検査が可能となるよう、実験室に資

機材が供与される  

 

- 圃場品質管理、実験室検査に関する技術パッ

ケージ 

- 研修評価報告書  

- プロジェクト評価報告書   

- 資機材リスト 

3.優良種子普及の有効な方策が確

立される 

 

- 全国種子検査官 15 名、地方種子検査官 26 名、種子生産

圃場技官１1名、普及員 8名が研修を受ける 

- 一般農家対象の研修を 10 回実施し、500 名が研修を受け

る 

- 優良種子普及ガイドラインが作成される 

- 研修評価報告書  

 

- 農業生産者への聞き取り調査 

 

- 種子価格が暴落し

ない 
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活動 投入  

« 成果 (1) »  

1-1. 対象地域において優良種子の生産、使用、流通販売に係る現況調査を行う 

1-2. INERA との連携を強化し、原種を十分かつ敵期に調達するための仕組み作りを行う 

1-3. 優良種子生産に係る技術パッケージを作成する 

1-4. 圃場技官、普及員に対して優良種子生産技術の研修を行う 

1-5. 種子生産者に対して優良種子生産技術の研修を行う  

1-6. 種子生産者に対して組織運営の研修を実施する  

1-7. 種子生産者に対してマーケティングの研修を実施する 

1-8. 種子生産圃場を整備し、機材を供与する 

 

 « 成果 (2) »  

2-1. 種子品質管理（圃場レベル）及び検査（実験室レベル）に係る技術パッケージを作成する 

2-2. 圃場技官と種子検査官に対して、圃場での優良種子生産過程における品質管理技術の研修

を行う 

2-3. 全国種子検査官に対して、実験室における種子検査技術の研修を行う 

 

日本側 

 日本人専門家 

- チーフアドバイザー/普及 

- 種子生産/作物栽培 

- 業務調整/研修計画  

- 必要とされる他の専門家 

  供与機材 

- 種子生産強化のための資機材 

- 種子品質管理強化のための資機材 

- 種子普及強化のための資機材 

- その他必要とされる資機材 

 本邦研修実施 

 プロジェクト実施に必要な費用 

 

 

 

- INERAが十分かつ適

期に原種を供給す

る 

 

- 研修を受けた技官、

生産者組織メンバ

ーが業務を継続す

る 

前提条件 « 成果 (3) »  

3-1. 対象地域における優良種子のニーズを明らかにするための調査を行う  

3-2. モデル県において優良種子普及のために有効な方法を試行する 

3-3. 上記結果をもとに、優良種子普及ガイドライン（案）を作成する  

3-4. 地方種子検査官と普及員に対して優良種子普及のための研修を行う 

3-5. モデル県内および他の対象地域で、展示圃場を 5 か所程度設置する 

3-6. モデル県内の一般農家に対して優良種子利用促進のための研修を試行する 

3-7. 上記活動の評価・分析を行い、優良種子普及ガイドラインを作成する  

3-8. 上記ガイドラインを活用し、モデル県以外の対象県で優良種子普及の研修を行う 

ブルキナファソ側 

 プロジェクトの主要なアクター 

- シェフドプロジェ  

- DGPV 局長 

- DIMA（旧 DPFV） 部長 

- SNS 課長 

- 対象地方州の局長 

- 対象県の局長 

- 対象地域の農業普及員 

 建物・設備 

- プロジェクト実施に必要な建物（事務所と

倉庫） 

- 水道、電気 

- その他双方が必要と判断する設備 

  経常費 

 

- すべての関係機関

がプロジェクト実

施において密接に

連携する 
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ブルキナファソ国 優良種子普及計画プロジェクト 
調査

項目 
調査 

小項目 
調査の視点/調査事項 評価結果 

日本側投入（専門家派遣、機材供与、カウンターパ

ート研修、予算）は計画通り実施されているか？ 

 種子担当の長期専門家が派遣されなかった。 
 機材供与はほぼ予定通りであるが、中間評価で導入が提言された選別機については、ブ国内

業者の技術力が低いことから、一台納入したのみである。 
日本側がコスト負担している C/P 機関のルーチン業

務は何か？ 
 5 月～11 月の作付期間中、種子生産圃場および展示圃場を担当する職員の交通費を支給。 投入の実施

状況 

ブルキナファソ側投入（人員、建物・施設、予算）は

計画通り実施されているか？ 

 正式な C/P 人員はナショナルコーディネーター1 名のみであるが、展示圃場担当・研修担当の 2
名が実質的な C/P として業務に直接関与した。 

 C/P 予算の執行が大幅に遅れ、2009 年分は 2010 年に入ってから執行された。 

実
績
の
検
証 

アウトプットの

達成状況 

アウトプット１： 
優良種子の

生産体制が

整う。 

指標 1-1  優良種子の技術パッケ

ージが完成する。 
指標 1-2  種子生産圃場の普及員

11 名、全国種子検査官

15 名、種子生産圃場の

種子生産者 110 名、個

人種子生産者 80 名が

研修を受ける。 
指標 1-3  対象地域で種子生産を

改善する技術が適用さ

れる。 
指標 1-4  種子生産圃場を整備

し、資機材を供与する。

 現在、二種類の種子生産技術マニュアルを作成中。一つは、圃場技官・地方種子検査官用の

マニュアルで、7 作物（米以外のプロジェクト対象作物）を対象としている。もう一つは、種子生産

農家用のマニュアルである。前者は 2011 年 1 月 3 日に納入予定で、後者はプロジェクト終了時

までに完成予定である。 
 これまでに、種子生産圃場技官 13 名、全国種子検査官 26 名、地方種子検査官 45 名、種子生

産圃場の種子生産者 1,041 名、個人種子生産者 1,904 名が研修を受けた 
 研修評価報告書によれば、種子生産技術研修に参加した種子生産者の 94%が、品種選択・

soil preparation・disinfection of seeds・spacing・施肥・害虫防除などの技術を実際に適用してい

る。収穫後処理・マーケティング研修の参加者では、91%が収穫時期・乾燥・保管などの技術を

実際に適用している。農民組織化研修については、91%が組織運営技術を適用し、87%が会計

業務に携わる自信があると回答している。 
 対象地域内の 11 圃場において、種子生産者の要望に基づき、様々な機材供与や施設改修が

行われている。各圃場毎の投資金額は以下の通りである。下記金額に含まれないものとして、

種子選別機がルンビラ圃場に導入されている。 
圃場名 FCFA 

Pobe 2,613,313 
Oulo 279,000 
Bani 2,490,200 
Kolbila 7,049,233 
Dapelogo 1,398,000 
Loumbila 23,189,988 
Diapaga 2,040,813 
Bagre 685,000 
Zabre 2,820,313 
Seguere 5,160,813 
Diaraba 1,362,813 

合計 49,089,483 
 
 農業・水利・水産資源省の幹部は、圃場技術について収穫後の選別過程が依然として重要課

題であると指摘した。 
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調査

項目 
調査 

小項目 
調査の視点/調査事項 評価結果 

アウトプット２： 
種子の品質

管理・検査体

制が整う。 

指標 2-1  種子の圃場品質管理、

実験室検査に関する技

術パッケージが完成す

る。 
指標 2-2  全国種子検査官 15 名、

地方種子検査官 26 名

が研修を受ける。 
指標 2-3  対象地域において、種

子の圃場品質管理、実

験室分析方法を改善す

る技術が適用される。 
指標 2-4  量、質ともに効果的検

査が可能となるよう、実

験室に機材が供与され

る。 

 実験室検査マニュアル「Methodes des regles de l’Association Internationale d’Essais de 
Semences」は既に完成済みである。圃場検査マニュアルについても既に原稿は完成しており、

プロジェクト終了時までには提出される予定である。 
 これまでに、全国種子検査官 37 名、地方種子検査官 49 名が研修を受けた。 
 研修に参加した圃場技官・地方種子検査官のうち、86%は技術適用が非常に顕著であると回答

し、13%が良く出来ていると回答した。また、58%が各品種の形態的特徴を把握していると回答

した。全国種子検査官については、80%が非常良く適用出来ていると回答し、20%が良く出来て

いると回答した。 
 様々な機材が実験室に供与されており、これまでの合計金額は 450 万円以上である（約

26,800,000 FCFA）。 
 農業・水利・水産資源省の幹部は、実験室検査について検査官の病理知識が依然として大幅

に不足していると指摘した。 

アウトプット３： 
優良種子普

及のための効

果的方法が

確立される。 

指標 3-1  全国種子検査官 15 名、

地方種子検査官 26
名、種子生産圃場技官

１1 名、普及員 8 名が研

修を受ける。 
指標 3-2  農業生産者に対する研

修が 10 回実施され、

500 名が研修を受け

る。 
指標 3-3  優良種子普及のハンド

ブックが完成する。 

 これまでに地方種子検査官 10 名、種子生産圃場技官 11 名、普及員 109 名が研修を受けた。 
 農家対象の研修がこれまでに一度行われ、235 名が参加した。 
 「Guide de vulgarization des semences ameliorées」という普及マニュアルが2009年12月に草稿さ

れた。今後実施する研修コースでこれを使用し、参加者からのフィードバックを反映させた上で

プロジェクト終了時までに完成する予定である。 
 対象県にて以下の展示圃を設置し、農民による優良種子を使用した圃場運営の支援を行った。 

年 サイト数 

2008 17 
2009 5 
2010 38 

 
 上記展示圃場において、周辺農家を集めた見学会を開催した。 

年 回数 参加者 

2008 3  293  
2009 11  1,228  
2010 情報なし 情報なし

 
 2008 年は 3 箇村（Kolma, Bango, Kié,）、2009 年は 5 箇村（Kolokom, Kolma, Bango, Kié, 

Amsia）の対象村においてミニプロダクションを実施した。2010 年は、中間レビュー調査団の提

言により中止となった。その主たる理由は、配布された保証種子 R1 が農家によって栽培され、

次期作付時に R2 として他の農家に種子が提供されることを狙ったこのミニプロダクションは、保

証外種子の普及を進めることとなり、政府の方針にそぐわないというものであった。 
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調査

項目 
調査 

小項目 
調査の視点/調査事項 評価結果 

年 配布数 

2008 340 
2009 624 
2010 中止 

. 

プロジェクト目

標の達成状

況 

対象地域にお

ける優良種子

の使用が増

加する。 

指標   対象地域において、対象

作物の優良種子使用率が

10％増加する。 

 本プロジェクトの活動対象村の一つであるコロコム村の調査報告によれば、優良種子の採用率

は 2008 年が 32.5％、2010 年が 46.0％であり、二年間で 41.5％増加している。作物毎に見ると、

採用率が 10%以上増加している作物は 5 種類である。 
採用率 

 
2008 2010 

増加率 

全作物対象 32.5% 46.0% 41.5%
作物別 
ミレット 6.1% 0.0% 
ソルガム 0.0% 10.2% 
とうもろこし 26.3% 30.6% 
米 20.0% 52.6% 
ささげ 25.8% 25.6% 
落花生 0.0% 5.6% 
ゴマ 0.0% 18.2% 

 
 本調査中にコロコム村で行ったグループ会合では、22 名の村人（うち女性 20 人）全員が在来種

よりも優良種の方が良いと答え、その理由として収量が多いことを指摘した。また、政府やプロ

ジェクトによる種子の配分が行われない場合には、全員が購入すると回答した。 

上位目標の

達成予測 

国全体で優良

種子の使用

量が増加す

る。 

指標   2015 年までに国全体で優

良種子の使用量が 50％増

加する。 

 国の統計データおよびプロジェクトが構築したデータベースの情報によれば、保証種子の生産

量は 2001 年が 261 トン、2007 年が 5,430 トン、2010 年が 10,592 トンと着実に上昇している。 

活動計画の

進捗状況 
活動計画は予定通りに実施されているか？ 

 アウトプット１の現況調査に関し、優良種子の栽培面積・採用率に関するデータは収集されてい

ない。 
 アウトプット３の普及方法試行については、体系だった方法論が立案されていない。また、研修

実施が遅れている。 
モニタリング

の実施 
モニタリングはどのように実施されているか？ 

 研修については、事後調査が行われ評価報告書が作成される見込みである（担当者不在のた

め確認できず）。 

実
施
プ
ロ
セ
ス 

コミュニケーシ

ョン 
プロジェクト内（専門家, C/P）のコミュニケーションは

十分か？ 
 コミュニケーションは図られているが、意思決定に関する合意形成は甚だ不十分である。 
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調査

項目 
調査 

小項目 
調査の視点/調査事項 評価結果 

プロジェクトと外部関係機関（農業省・INERA・ドナー

等）のコミュニケーションは十分か？ 
 INERA とのコミュニケーションは不十分である。 

意思決定 
プロジェクトの計画・実施における意思決定過程は

適切か？ 
 大多数の関係者より、プロジェクトの計画・実施過程における意思決定に問題があるとの指摘

がなされた。 
オーナーシッ

プ 
プロジェクトに対する行政幹部・C/P の関心・関与は

十分か？ 
 ブルキナファソ側の最高責任者である植物生産総局・総局長の関心は極めて高く、プロジェクト

の必要に応じて、積極的に関与する姿勢を持っている。 

どのアクターに、どのような技術が移転されたか？ 

 C/P である全国種子課の職員二名に対して、展示圃場の設置・運営及び研修企画・実施に関す

るノウハウが各々移転された。 
 地方種子検査官・圃場技官・全国種子検査官及び種子生産者に対する技術移転については、

上記アウトプット１及びアウトプット２の項を参照。 技術移転 

技術移転の方法は適切か？ 
 C/P の職員二名は技術移転について高い評価を与えている。 
 研修の事後評価調査の結果によれば、大半の参加者は研修成果を実践しており、技術移転は

適切になされたものと推定される。 
実施運営体

制 
C/P の配置は適切か？ 

 正規の配置はナショナルコ－ディネーター１名のみであり、不十分である。但し、実質的には、

全国種子課の職員二名が C/P としてプロジェクトに直接関与した。 
優良種子の使用率測定のための方法論は確立され

たか？ 
 具体的な取り組みは行われず、確立されていない。 

種子生産圃場に対して機材供与を行ったか（特に収

穫後処理に関わる機材）？ 
 ルンビラ圃場に選別機が導入されたが、製造工場の技術力が不十分なために不備がみられ

た。 
ミニプロダクションは中止されたか？  中止された。 
展示圃場において、訪問した農家自身が選択した品

種を配布することはできたか？ 
 農家が希望する品種を配布するというアレンジは行われていない。 

圃場の数が増加し、訪問者は増えたか？  展示圃場の数は 2010 に増加した。 

中間評価にお

ける提言の実

施状況 

カウンターパートファンドの凍結は解除されたか？  2009 年の分は 2010 年初頭に執行されたとの報告があった。 
 2010 年の分については、依然として第一四半期の分が執行されているのみとの報告があった。 

プロジェクトはブルキナファソ国の政策と整合性が取

れているか？ 
 ブ国の農業セクターでは依然として農業生産性の向上が優先課題であり、優良種子の普及は

当該政策との親和性が極めて高い。 

プロジェクトは日本の開発援助政策と整合性が取れ

ているか？ 

  政策・ニーズ

との整合性 

プロジェクトは受益者のニーズに対応しているか？ 
 優良種子の栽培技術向上及び普及は、農民の所得向上及び作物生産安定に貢献するもので

あり、受益者のニーズに対応していると言える。 

妥
当
性 

戦略・アプロ

ーチ 
優良種子分野の状況に関するプロジェクト開始当初

の理解は適切だったか？ 

 ブ側は、優良種子の政府買い上げ・無料配布という政策を 2008 年より開始しているが、本プロ

ジェクトは、この文脈において、優良種子の生産技術を改善し、より広く農民に優良種子を普及

していくための方法論を構築するものとして位置づけられた。 
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調査

項目 
調査 

小項目 
調査の視点/調査事項 評価結果 

プロジェクトのアプローチ・デザインは上位目標・プロ

ジェクト目標を達成する手段として適切か？ 

 本プロジェクトは、優良種子の生産技術・検査技術の改善という課題と、優良種子の農民への

普及という課題を扱っているが、プロジェクトのデザインでは「二つの異なる課題を扱っている」

という点が明確になっておらず、プロジェクト目標については基本的に後者の課題に対応したも

のとなっている。 
 期間３年、長期専門家３人という投入で二つの大きな課題に対処し、成果を発現させるというデ

ザインは、非常に意欲的であり、フィージビリティーという点では疑問である。 

受益者の選定は適切か（対象・規模）？  対象地域は７州８県であり、期間３年、長期専門家３人という投入で対処するには広大すぎる。 

事業実施機関の選定は適切か？ 
 生産・検査技術については全国種子課が適切であるが、普及については、普及局を C/P とすべ

きであった。 

プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標は達成さ

れるか？ 

 既述の通り、プロジェクトの対象村の一つでは既にプロジェクト目標は達成されている。しかし、

プロジェクト対象地域である県レベルでみると、当該村の成果が他村に波及するメカニズムは

構築されておらず、県レベルでの目標達成については不明である。 

プロジェクト目標の達成を促進・阻害する要因はある

か？ 

 対象地域では、政府による優良種子の無料配布が行われていることから、採用率の増加自体

はプロジェクトの有無に関わらず達成される可能性がある。 
 プロジェクトが行っている普及活動でプロジェクト目標に直接貢献しているのはミニプロダクショ

ン活動であるが、この活動は対象村に限られているので、対象地域レベル（県レベル）でのプロ

ジェクト目標達成には貢献し難いと考えられる。 

プロジェクト目

標の達成 
予測 

プロジェクト目標の指標について、「優良種子の購入

率」という視点も重要ではないか？ 

 ブ国側幹部との議論において、無料配布がいつまでも続くわけではない、という指摘はなされた

が、本プロジェクトにおいて購入率の向上を目指す（無料配布から市場調達へ）という視点は直

接的には組み込まれていない。 

３つのアウトプットはプロジェクト目標を達成するのに

十分か？ 

 アウトプット１および２とプロジェクト目標との関連性は薄い。 
 アウトプット３の指標達成はプロジェクト目標の指標達成に直接結びつくものではなく、間にステ

ップが必要である。 

有
効
性 

アウトプットと

プロジェクト目

標との因果 
関係 

アウトプットからプロジェクト目標に至るまでの外部

条件は現在でも有効か？ 

 アウトプット３に係る活動「ミニプロダクション」からプロジェクト目標の指標「採用率の増加」に至

るまでの外部条件は「種子価格が暴落しない」となっているが、これは外部条件には相当しない

と考えられる。 

アウトプット達成の進捗状況は十分か？ 
 アウトプット３については、普及の有効な方策は確立されていない。 

アウトプットの

達成度 アウトプット達成を促進・阻害している要因はある

か？ 

 アウトプット３の主要活動となり得たミニプロダクション活動は、2008 年・2009 年に計画・実施さ

れたが、2010 年度は中止となった。その最大の理由は、プロジェクトのマネージャー間（日ブ双

方）の信頼関係が希薄で、情報共有が十分になされていなかった点にある。この問題点につい

ては、ほぼすべてのプロジェクト関係者が問題として捉えていた。 
投入からアウトプットに至るまでの外部条件は現在

でも有効か？ 
 有効である。 

効
率
性 

投入・活動・ア

ウトプットの 
因果関係 

アウトプット達成のための投入（時期、量・コスト、質）

は適切か？ 
 種子分野の日本人専門家が派遣されなかった。 
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調査

項目 
調査 

小項目 
調査の視点/調査事項 評価結果 

他機関との 
協調 

他機関との協調によりどのような効果がもたらされ

ているか？ 
 NGO：研修の講師として、種子流通に関するグッドプラクティスを紹介 
 マーケティング専門学校：マーケティングの研修者研修で講師を派遣 

上位目標は達成され得るか？ 
 

 保証種子の生産量自体は着実に増加しているが、プロジェクトの貢献については明確ではな

い。 
 ただし、アウトプット１を通じた生産技術の改善によって、保証種子の生産量向上に貢献してい

ることは確かである。 

上位目標達成の方策は適切に計画されているか？
 アウトプット１を通じた対象圃場における生産向上には貢献しているが、対象地域（対象圃場以

外）における生産向上、対象地域外における波及効果については方策が計画されていない。 

上位目標の

達成見込み 

上位目標の達成を促進・阻害する要因はあるか？  上記の通り。 
政策・経済・社会文化的側面・環境への影響はある

か？ 
 特になし。 

波及効果 
本プロジェクト実施による負の影響はあるか？ そ

れを軽減する対策は取られているか？ 
 特になし。 

イ
ン
パ
ク
ト 

因果関係 
プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条

件は現在でも有効か？ 
 有効である。 

優良種子の生産・普及に関する政府の政策的方向

性及び行政幹部の考え方はどのようなものか？  

 政府の課題は農業生産性の向上であり、優良種子生産の増加はそのための非常に重要な方

法の一つである。 

政策面 
普及アプローチに関する技術協力プロジェクトの基

本的考え方は C/P 機関に受け入れられているか？ 

 展示圃場については十分に共有されている。 
 ミニプロダクションについては、合意形成が行われてこなかった。但し、現時点では C/P であるナ

ショナルコーディネーターも関心を示している。 

上位目標達成のため、C/P 機関において必要な組

織・人員・財政的な措置が行われるか？ 

 組織・人員体制は整っている。 
 財政措置については、プロジェクト終了後に C/P 機関が必要経費を負担する見込みは立ってい

ない。 組織面 
現在日本側が負担しているルーチン業務予算は、プ

ロジェクト終了後、C/P 側の予算で賄われるか？ 
 賄われない。 

投入された資機材の維持管理は適切に行われてい

るか？ 

 日本人専門家の観察では、適切に行われている。 

優良種子の使用による営農は、貧農も含めて誰もが

技術的・経済的に適用できる技術か？ 
 現在のところ、生産増という便益はあるが、障害については報告されていない。 

技術面 

本プロジェクトで導入された技術は、C/P 及び農家が

十分に習得できる水準のものか？ 
 対象村レベルでは習得されている。 
 C/P、研修受講者も技術を習得している。 

自
立
発
展
性 

阻害要因 自立発展性に影響を与える負の影響はあるか？  財政的側面が最大の課題である。 
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展示圃場における収量データ（見出しは上より、圃場のある村落名・州・栽培年を示す。収量の単位は t/ha。） 
    試験場 Loumbila Dapelogo Tamporin Ziga Moyenne Ziga Seguere Samandeni Kolma Kolma Zabrze Zitougou Bango Bango Kie Amsia 

作物 品種 基準値 Pla-Cent Pla-Cent Pla-Cent Pla-Cent Pla-Cent Pla-Cent Hauts Hauts Hauts Hauts Cent-Est Cent-Est Cent-Est Cent-Est Nord Sahel 

      2008 2008 2008 2008 2008 2009 2008 2008 2008 2009 2008 2008 2008 2009 2009 2009 

トウジンビエ IKMP1 1.9                              1.8   
トウジンビエ IKMP2 1.9  0.7  0.5 0.5 0.4 0.5                   0.6 0.2  
トウジンビエ IKMP5 1.9  0.7  0.8 0.6 0.9 0.7           0.3       1.7   
トウジンビエ IRMV1                       0.8           
トウジンビエ IKMV82-01 2.0                              0.9 0.5  
トウジンビエ SOSAT C28                       2.0           
トウジンビエ SOSAT C88 2.1                                0.8  
モロコシ Framida 3.5            1.9 3.5 3.0  2.7 1.4 0.8 0.2   0.4     
モロコシ ICSV 1049 4.0  1.5  1.0   0.8 1.1 3.4               0.3     
モロコシ IRAT 204                                   
モロコシ Kapelga - 0.7  0.8 0.6 1.1 0.8 2.4               0.6 0.7   
モロコシ Sariaso 01                 1.5  1.7 1.2         1.1   
モロコシ Sariaso 11 3.0  1.8  0.5 1.0 0.8 1.0       0.8   2.1 0.1     1.4 0.7  
モロコシ Sariaso 14 5.0            2.3                 1.7   
トウモロコシ Barka 5.5            4.0 1.6 2.5  2.0 5.0         0.9 0.8  
トウモロコシ Espoir 6.5            3.4         2.2 0.8 0.6   0.7   
トウモロコシ FBC6 5.6                            2.5     
トウモロコシ KEB 3.4                    3.8         1.5   
トウモロコシ KEJ 3.4      1.3 1.4 1.3 2.5                   0.6  
トウモロコシ KPB 3.8      1.5 1.2 1.3 3.0       4.1         1.2   
トウモロコシ KPJ 3.4      1.3 1.8 1.5 2.9                   0.7  
トウモロコシ Massongo 5.6              1.7 2.6  2.5   1.9 1.0 1.0 2.7     
トウモロコシ SR21               1.7 3.0  2.7   2.8 1.2 0.3       
トウモロコシ Wari             3.6 1.4 3.1  2.8         2.4     
ササゲ KVX 396-4-4 1.5                        0.3   0.8 1.5 1.2  
ササゲ KVX 396-4-5-2D 1.5  1.6  0.8   1.0 1.1 2.0               0.7 1.0   
ササゲ KVX 61-1 1.5            2.5 0.4     1.3 2.2 0.4 0.7 0.8 1.0 0.9  
ササゲ KVX 745-11P 0.8                        0.3     0.9 0.8  
ササゲ KVX396-4-5-2D 1.5              0.7     1.3             
ラッカセイ CN94C 2.5                                0.6  
ラッカセイ RMP 12                     1.3             
ラッカセイ SH470P 2.0  1.0  1.2   1.7 1.3 2.3               1.1 1.2 0.8  
ラッカセイ TE3 2.5  1.1    1,2 1.2 1.2 1.5 0.7       1.4 0.6 0.5 0.9 1.8   
ラッカセイ TS32-1 1.5  0.7  2.0 1.2 1.7 1.4   1.2     1.4 1.6 0.5 0.8 0.6     
ゴマ S42 1.0  0.6      0.4 0.5 0.9       1.1       0.5 0.6 0.7  
ダイズ G196 2.0                    1.2             
注：「試験場基準値」とは、INERA 試験場における収量データを指す。 
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活動の進捗状況 

項目 中間レビューにおける指摘 これまでの取り組み状況と今後の見通し 

1－1 対象地域において優良種子の生

産、使用、流通販売に係る現況調

査を行う 

使用率のデータ収集のために実施済み５県にて追加調査

を実施する。栽培面積による使用率の算出は困難である

ため、現時点では、優良種子の生産量・販売量から使用

率を推定することが代替案として考えられる。今後の方

向性について、統計局と協議する予定である。 

＜未達成＞ 
対象地域８県中５県の各１村にて 2008 年に実施。農家が種子を

選別する際の嗜好データ(収量性、順応性、早稲性、入手容易性、

調理利便性)は収集されたが、優良種子による栽培面積・使用率

のデータ収集は出来なかった。 
1－2 INERA との連携を強化し、原種を

十分かつ適期に調達するための仕

組みづくりを行う 

次年度に必要な原種種子のニーズを前年度の播種期に予

め INERA に伝えなければならないが、生産種子農家のニ

ーズを 1 年前に知るのは困難。 
データベースを作成し、前回の保証種子生産量、および

原種種子の需要の把握を図る。具体的な連携の方法につ

いては技術委員会等を通じて INERA と協議を行う。 

＜達成見込まれる＞ 
種子のデータベースを構築し、データの分析により原種必要量

の予測が可能となった。しかしながら本データベースの有効的

な利用法等については INERA 側と協議は実施されていない。

早急に INERA との協議を実施し、データベースの有用性につ

き INERA からも合意を得られれば、プロジェクト終了時まで

には達成が見込まれる 
1－3 優良種子生産に係る技術パッケー

ジを作成する 
研修時に使用したテキストをもとに、種子検査官、圃場

技官、普及員を対象とした手引きを作成する。 
＜達成見込まれる＞ 
圃場技官・種子検査官用マニュアルと種子生産者用マニュアル

を作成中。前者を INERA が担当し、11 年 1 月 3 日完成予定。

後者についてはプロジェクトが作成を担当しており、現時点で

は未完成。2 月のプロジェクト終了までには完成の予定。 
1－4 圃場技官、普及員に対して優良種

子生産技術の研修を行う 
研修結果の適用度等について今後フォローアップ調査を

行う予定 
＜達成＞ 

1－5 種子生産者に対して優良種子生産

技術（収穫後処理技術を含む）の

研修を行う 

研修で学んだ技術が適用されたか、今後フォローアップ

調査を行っていく。 
研修内容、期間を再検討し、研修を継続実施する。 
年々種子生産農家は増えており、受益者の定義を明確に

させることが必要。） 

＜達成＞ 

1－6 種子生産者に対して組織運営の研

修を実施する 
種子生産者組織の幹部に対する研修を継続し、一般種子

生産者に対する研修内容を検討し、研修を開始する。 
＜達成＞ 

1－7 種子生産者に対してマーケティン

グの研修を実施する 
研修内容、期間を再検討し、研修を継続実施する。 
 

＜達成＞ 

1－8 農家のニーズを種子生産に反映さ

せる仕組み作りを行う 
PDM の活動項目から除外し、その代わりに以下の項目を

追加する。 
（入れ替え項目）種子生産圃場を整備し、収穫後処理機

材を導入する。 
 

＜達成見込まれる＞ 
灌漑整備、建物整備、資機材供与をほぼ終了。資機材のうち、4
基投入予定の種子選別機については 1 基のみ投入済みで、残り

の 3 基については導入手続き中であり、プロジェクト終了まで

には供与完了の見込み。 
2－1 種子品質管理および検査に係る技

術パッケージを作成する 
INERA と版権、原稿料等について交渉を行い、発行する。 ＜達成見込まれる＞ 

実験室検査に係るマニュアルは完成、圃場検査マニュアルも完

成間近であり、プロジェクト終了までに達成される見込み。 
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項目 中間レビューにおける指摘 これまでの取り組み状況と今後の見通し 

2－2 圃場技官と種子検査官に対して圃

場での優良種子生産過程における

品質管理技術の研修を行う 

今後研修実施の予定はない。研修成果の適応度等につい

て今後フォローアップ調査を行う予定。  
＜達成＞ 

2－3 全国種子検査官に対して実験室に

おける種子検査技術の研修を行う

機材到着後に全国種子検査官に対して研修を再度実施予

定。 
＜達成見込まれる＞ 
量・質ともに有効な検査が可能となるよう、実験室に資機材が

供与された。研修に関しては、全国種子課検査官 12 名が受講済

みで、更に 13 名が受講予定。プロジェクト終了までに達成され

る見込み。 
3－1 対象地域における優良種子のニー

ズを明らかにするための調査を行

う 

1－1 を参照。 ＜達成見込まれる＞ 
対象地域８県中５県の各１村にて 2008 年に実施。農家が種子を

選別する際の嗜好データ(収量性、順応性、早稲性、入手容易性、

調理利便性)は収集されたが、データ分析が実施されておらず、

ニーズは明らかになっていない。 
3－2 モデル県において優良種子普及の

ために有効な方法を試行する 
ラジオ放送等展示圃場以外の普及の方策を試行する。 
Ziga において、収穫物の加工・販売の促進が優良種子の

普及にどのような影響を与えるかについて調査を行う予

定である。 

＜未達成＞ 
展示圃場並びに小規模生産圃場活動を実施したが、小規模生産

圃場は中間レビューの際に先方の意向により中止。その後別の

活動について実績はない。 
3－3 上記結果をもとに優良種子普及ガ

イドライン(案)を作成する 
ガイドライン（案）を元に技術委員会で検討を行う。 ＜達成＞ 

 
3－4 地方種子検査官と普及員に対して

優良種子普及のための研修を行う

優良種子普及にかかる課題について研修を行う予定であ

る。 
＜達成見込まれる＞ 
130 名に対して研修をプロジェクト終了までに実施の予定。 

3－5 モデル県内および他の対象地域で

展示圃場を 5 箇所設置する 
種子生産者の希望により展示圃場 40 ヶ所、小規模生産圃

場 3,000 ヶ所に拡大予定。展示圃場 20 ヶ所はプロジェク

ト、残りの 20 箇所は種子生産者組合によって管理運営さ

れる予定。関係者の優良種子に対する意識の変化等につ

いて社会調査が必要。 

＜達成＞ 

3－6 モデル県内の一般農家に対して優

良種子利用促進のための研修(活
動)を試行する 

展示圃場を設置した村におｋて小規模生産圃場参加農家

を対象に栽培技術等にかかる研修を行う。 
＜達成見込まれる＞ 
40 名の農家に対し研修者研修を実施する予定。農民間研修によ

りプロジェクト終了までには 400 名が研修を受講の予定。 
3－7 上記活動の評価・分析を行い優良

種子普及ガイドラインを作成する

展示圃場の分析結果を元にガイドラインの作成を行う。 ＜達成見込まれる＞ 
優良種子普及ガイドライン(案)をもとに最終版を作成中。プロ

ジェクト終了までには完了の予定。 
3－8 上記ガイドラインを活用しモデル

県以外の対象県で優良種子普及の

研修を行う 

展示圃場を設置した村において小規模生産圃場参加農家

を対象に栽培技術にかかる研修を行う。 
＜達成見込まれる＞ 
192 名に対して研修者研修を実施予定。農民間研修によりプロ

ジェクト終了までには 1930 人が研修を受講する予定。  









































































 
 

 

－
70

－
 

MATRICE DE CADRE LOGIQUE (PDM) Version 1.0                        
2011 年 1 月 17 日 

 

■プロジェクト名: ブルキナファソ国優良種子普及計画  

■期間: 2011 年 2 月 – 2012 年 2 月 (1 年間)         

■対象地域: 未定  現行プロジェクト対象地域(8 県)より 2、3県を選定 

■直接稗益者: 種子生産者グループ、個人種子生産者、種子生産圃場技官、全国・地方種子検査官、州局普及員,一般農家  

■間接稗益者：ブルキナファソの農業生産者、国内研究機関  

要約 指標 データ入手手段 外部条件 
上位目標    
対象県で優良種子の使用量および
生産量が増加する 
 

-2015年までにFFSが各県xxヶ村以上におい
て実施される 
-対象県において優良種子の生産量が XX t と
なる 
-対象県における優良種子生産量が対象外県
と比較し、XX t 多くなる 
-対象村における優良種子採用率が xx％以上
増加する 
-対象村における優良種子採用率の増加割合
が対象外村における増加割合と比較して
XX％以上高い 

- FFS 実施に関する植物生産総局のデータ 
 
- 対象県・非対象県における優良種子生産量
データ 
 
 
 
 
- 対象村・非対象村におけるアンケート調査 

- 国の優良種子普
及に関する政策
が維持される 

プロジェクト目標    
対象村における優良種子の使用量
が増加する 

-対象村において次年度の優良種子採用率
（見込み）が前年比で xx％以上増加する 
-優良種子使用に関する理解度が一定水準以
上の農民が FFS 実施の前後で xx％以上増加
する 
 

- 対象村におけるアンケート調査 
 
- FFS 参加者へのアンケート調査（FFS 開始
前・終了後） 

- 大規模な自然災
害等が起こらな
い 

 

成果    
1. 優良種子生産技術が強化され
る 

- コメの優良種子生産技術マニュアルが作
成される 

- コメ栽培地域 XX 県の地方種子検査官、圃
場技官、普及員がコメの優良種子に係る農
民研修の企画書を作成する 

- コメ優良種子生産技術マニュアル 
 
- 農民研修企画書 
 

- 種子価格が暴落
しない 
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2. 種子の品質管理および検査技
術が強化される 

- 作物病理マニュアルが作成される 
- 全国種子検査官の 80%以上が、プロジェク

トが実施する病理、検査に係る確認試験に
合格する 

 

- 作物病理マニュアル 
- 病理・検査に係る確認試験結果 
-  

3. 優良種子普及手法としてFFSが
試行される 

 

- FFS の実施マニュアルが作成される 
- XX 県において YY 回以上の FFS が実施され
る 

 

- FFS 実施マニュアル 
- FFS 実施報告書 
 
 
 
 

活動 投入  
日本側 
 日本人専門家 

- チーフアドバイザー 

- 優良種子生産/プロジェクト運営  

- 必要とされる他の短期専門家 

  供与機材 

- 種子生産強化のための資機材 

 本邦研修実施 

 プロジェクト実施に必要な費用 

 
 

- INERA が十分かつ
適期に原種を供給
する 
 
- 研修を受けた技
官が業務を継続す
る 

前提条件 

« 成果 (1) »  
1-1．コメ優良種子生産研修計画を策定する 
1-2．コメ優良種子生産に係る技術パッケージを作成する 
1-3. 地方種子検査官、圃場技官、普及員に対してコメ優良種子生産技術に係る研

修を実施する 
1-4. コメ種子生産者に対して優良種子生産技術の研修を実施する  
 
 « 成果 (2) »  
2-1．作物病害研修計画を策定する 
2-2. 作物病害マニュアルを作成する 
2-3. 全国種子検査官に対して作物病理・検査に係る研修を実施する 
2-4. 種子選別機を供与する 
 
« 成果 (3) »  
3-1. FFS 実施地を選定する 
3-2. FFS 実施の計画を策定する 
3-3. FFS 実施のために関係者に対する研修を実施する 
3-4. FFS 実施予定地にて FFS を実施する  
3-5. FFS による効果を検証する 
3-6. FFS 実施要領を作成する 
3-7. 政府・他ドナーと協同にて測定予定の優良種子普及率につき、その手法に係

る情報収集を実施する 
 

ブルキナファソ側 
 プロジェクトの主要なアクター  

- 植物生産総局長 

- 農業資機材・機械化局長 

- 全国種子課長 

- 農業普及局長 

- 国立環境農業研究所(INERA)植物生産課長 

- 対象地方州の局長 

- 対象県の局長 

- 対象地域の農業普及員 

 建物・設備 

- プロジェクト実施に必要な建物（事務所と倉庫）

- 水道、電気 

- その他双方が必要と判断する設備 

  経常費 

- すべての関係機
関がプロジェク
ト実施において
密接に連携する 

- 植物生産総局長
が C/P となる 

- C/Pファンドが確
保され、支出が適
時に行われる 

 



Plan of Operation  (案)

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

成果1． 優良種子生産技術が強化される

活動1-1 コメ優良種子生産研修計画を策定する

活動1-2 コメ優良種子技術マニュアルを作成する

活動1-3
地方種子検査官、圃場技官、普及員に対してコメ優良種子生産技術に
係る研修を実施する

活動1-4 種子生産農家に対してコメ優良種子生産技術に係る研修を実施する

成果2． 種子の品質管理および検査技術が強化される

 活動2-1 作物病理・検査に係る研修計画を策定する

 活動2-2 作物病害マニュアルを作成する

 活動2-3 全国種子検査官に対して作物病理・検査に係る研修を実施する

成果3． 優良種子普及手法としてFFSが試行される

活動3-1 FFS実施地を選定する

活動3-2 FFS実施の計画を策定する

活動3-3 FFS実施のために関係者に対する研修を実施する

活動3-4 FFS実施予定地にてFFSを実施する

活動3-5 FFSによる効果を検証する

活動3-6 FFS実施要領を作成する

活動3-7 政府・他ドナーと協同にて測定予定の優良種子普及率につき、その手
法に係る情報収集を実施する

プロジェクト目標 : 対象村における優良種子の使用量が増加する

2011 2012

01/17/2011
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